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  １１  会会計計別別予予算算のの状状況況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　（単位：千円，％）　　区　　　　　　　分 平 成 22 年 度当 初 予 算 額 平 成 23 年 度当 初 予 算 額 対 前 年 度当 初 比936,320,000 931,860,000 99.5証 紙 等 10,302,000 9,078,500 88.1管 理 事 務 費 416,038 420,788 101.1公 共 用 地 等 取 得 事 業 10,361,708 549,597 5.3公 債 管 理 212,746,546 199,913,648 94.0母 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 361,102 391,047 108.3中 小 企 業 支 援 資 金 4,075,788 4,002,826 98.2農 林 水 産 振 興 資 金 957,354 57,563 6.0県 営 林 事 業 費 181,373 144,436 79.6港 湾 特 別 整 備 事 業 費 19,124,742 16,951,608 88.6流 域 下 水 道 事 業 費 8,208,899 8,070,701 98.3県 営 住 宅 事 業 費 5,227,695 5,023,615 96.1高 等 学 校 等 奨 学 金 821,257 723,288 88.1計 272,784,502 245,327,617 89.9病 院 事 業 25,703,154 25,275,925 98.3工 業 用 水 道 事 業 3,987,418 4,236,640 106.3土 地 造 成 事 業 7,622,598 16,136,604 211.7水 道 用 水 供 給 事 業 17,558,446 16,131,045 91.9計 54,871,616 61,780,214 112.6
企　業　会　計

一　　 般　　 会　　 計
特別会計
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  ２２  一一般般会会計計予予算算のの内内容容  

  （（１１））  歳歳入入予予算算  

  歳入総額     ９,３１８億６０百万円     [対前年度：４４億６０百万円減，▲０.５％] 
� Ｈ23年度は，企業業績の回復などに伴い，

法人２税を中心として，県税収入の増加

が見込まれる一方で，臨時財政対策債等

の県債などが減少したことから，歳入合

計は，9,318億円となり，Ｈ22年度に比べ

45億円，▲0.5％となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

  ① 県税    ２,６９５億５４百万円      [対前年度：５９億５９百万円増，＋２.３％] 
� 個人県民税は，一部に持ち直しの動きが

見られるものの，依然として，厳しい雇用

情勢が続いていることなどにより，Ｈ22年

度に比べて▲53億円の減収となりますが，

企業業績の回復に伴う，法人２税（法人県

民税，法人事業税）の増収により，県税収

入は2,696億円と，Ｈ22年度に比べて60

億円，2.3％の増となる見込みです。 

 

 

 

 

 

  ② 地方交付税  １,８９０億 ７百万円     [対前年度：２９億 ３百万円増，＋１.６％] 
� 法人税減税の影響分等を上乗せした「地

域活性化・雇用等対策費」の創設により，

地方交付税は，1,890億円と，Ｈ22年度

に比べて29億円の増加が見込まれる一

方，県税収入の増に伴い，地方交付税と

臨時財政対策債を合わせた実質的な 

地方交付税は，Ｈ22年度に比べて▲105億円の2,795億円を見込んでいます。 

表表表表３３３３：：：：実質的実質的実質的実質的なななな地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A289,947 279,490 ▲10,457 ▲3.6 ▲4.3186,104 189,007 2,903 1.6 2.8103,843 90,483 ▲13,360 ▲12.9 ▲20.1実質的な地 方交 付税地 方 交 付 税臨 時 財 政 対 策 債区　　　分

表表表表２２２２：：：：県税収入等県税収入等県税収入等県税収入等 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/Aa 263,595 269,554 5,959 2.3 5.9法 人 ２ 税 48,472 63,666 15,194 31.3 24.4個 人 県 民 税 99,315 94,033 ▲5,282 ▲5.3 2.0地 方 消 費 税 36,514 35,493 ▲1,021 ▲2.8 3.2そ の 他 の 税 79,294 76,362 ▲2,932 ▲3.7 ▲3.7b 29,410 35,560 6,150 20.9 59.8c 51,724 55,724 4,000 7.7 －小　　　計 (a+b+c)d 344,729 360,838 16,109 4.7 －e 72,298 72,610 312 0.4 －(d-e)f 272,431 288,228 15,797 5.8 －

区　　　分

諸 支 出 金実質的な県税収入等地 方 消 費 税清算金等（収入）
県 税
地 方 法 人特 別 譲 与 税

表表表表１１１１：：：：主主主主なななな歳入歳入歳入歳入 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸　率A 構成比 B 構成比 B-A B/A263,595 28.2 269,554 28.9 5,959 2.3186,104 19.9 189,007 20.3 2,903 1.6179,669 19.2 156,082 16.7 ▲23,587 ▲13.1う ち 臨 時財 政 対 策 債 103,843 11.1 90,483 9.7 ▲13,360 ▲12.9113,210 12.1 107,488 11.5 ▲5,722 ▲5.1193,742 20.7 209,729 22.5 15,987 8.3936,320 100.0 931,860 100.0 ▲4,460 ▲0.5国 庫 支 出 金そ の 他歳入合計
区　　　分県 税地 方 交 付 税県 債
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  ③ 国庫支出金  １,０７４億８８百万円     [対前年度：５７億２２百万円減，▲５.１％] 
� Ｈ22年度に実施した国勢調査や参議院

議員選挙の終了などにより，Ｈ22年度に

比べ，▲57億円の1,075億円となる見込

みです。 

 

  ④ 県債     １,５６０億８２百万円   [対前年度：２３５億８７百万円減，▲１３.１％] 
� 通常債は，Ｈ22年度に比べ，10億円増の

421億円となる見込みです。 

� 特例債は，実質的な地方交付税である臨

時財政対策債が減少したことなどにより，

Ｈ22年度に比べ▲246億円の1,140億円

となる見込みです。 

� 県債全体では，Ｈ22年度に比べ▲236億

円の1,561億円となり，県債依存度は，Ｈ

22年度に比べ，▲2.5ポイントの16.7％と

なる見込みです。 

 

 

 

  ⑤ 財源調整的基金繰入金      ２３億円   [対前年度：   ＋２３億円増，   皆増] 
� Ｈ23年度においては，23億円の財源調

整的基金の取り崩しを行う見込みです。 

� なお，平成22年度においては，中期財政

健全化計画期間（Ｈ23～Ｈ27）で見込ん

でいる特別の財源対策として，普通交付

税・臨時財政対策債が当初予算を上回っ

た額（110億円）などを計画的に積み立て

ることとしており，Ｈ23年度末現在高は

193億円となる見込みです。 

 

 

表表表表４４４４：：：：県県県県　　　　債債債債 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A41,063 42,119 1,056 2.6 ▲5.4138,606 113,963 ▲24,643 ▲17.8 ▲19.214,263 6,580 ▲7,683 ▲53.9 ▲12.1103,843 90,483 ▲13,360 ▲12.9 ▲20.120,500 16,900 ▲3,600 ▲17.6 ー179,669 156,082 ▲23,587 ▲13.1 ▲14.975,826 65,599 ▲10,227 ▲13.5 ー19.2 16.7 ー ー 16.48.1 7.0 ー ー ー

区　　　分通 常 債特 例 債財 源 対 策 債臨 時 財 政 対 策 債
臨時財政対策債除き
行政 改革 推進 債等合　　　計県債依存度臨時財政対策債除き

表表表表５５５５：：：：基基基基　　　　金金金金 （単位：百万円）Ｈ２1 Ｈ２2（見込額） Ｈ２3当初予算額年度末 年度末 年度末現在高 現在高 現在高2,511 21,003 2,018 21,496 122 2,300 19,318財政 調整基 金 1,692 3,951 2,018 3,625 12 0 3,637減債 基金 819 17,052 0 17,871 110 2,300 15,681239,301 65,346 69,016 235,631 54,162 59,109 230,684合　　　計 241,812 86,349 71,034 257,127 54,284 61,409 250,002
取崩額区　　　分財源調整的基 金

そ の 他 の積 立 基 金
積立額 取崩額 積立額

（単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸　率 地財伸率A B B-A B/A113,210 107,488 ▲5,722 ▲5.1 5.3国 庫 支 出 金区　　　分
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  （（２２））  歳歳出出予予算算  

  歳出総額     ９,３１８億６０百万円   [対前年度： ４４億６０百万円減，▲ ０.５％] 
〔目的別内訳〕 

� 『ひろしま未来チャレンジビジョン』の「人づくり」「新たな経済成長」の重点２分野を中心に，集中的な

取組を進めつつ，平成２２年度２月補正予算と一体的で切れ目ない「緊急経済・雇用対策」を進めると

ともに，これらを支える財政面での「基盤づくり」として，『中期財政健全化計画』に基づく財政健全化

の取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表６６６６：：：：目目目目　　　　的的的的　　　　別別別別 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸率A 構成比 B 構成比 B-A B/A1,931 0.2 2,141 0.2 210 10.963,026 6.7 51,261 5.5 ▲11,765 ▲18.7 防災ヘリコプター更新事業+２０ 税収入払戻金及び払戻加算金▲３９総合行政通信網整備事業▲１４国勢調査費▲１４参議院議員選挙費▲１３96,738 10.3 109,214 11.7 12,476 12.9 介護保険給付費負担金+３６大規模社会福祉施設等建設基金積立金+３４介護基盤緊急整備等事業+１２ 保育所等整備費補助金▲１４76,148 8.1 79,051 8.5 2,903 3.8 後期高齢者医療県負担金+２６子宮頸がん等ワクチン接種助成事業+１７高精度放射線治療センター整備事業+１２ 地域医療再生基金事業▲１１9,466 1.0 10,754 1.2 1,288 13.6 未就職卒業者等就業体験事業+９緊急雇用対策事業補助金+３31,930 3.4 29,270 3.1 ▲2,660 ▲8.3 かき小町（三倍体カキ）販売強化・増産対策事業+３ 補助公共▲８中山間地域等直接支払事業▲１６38,694 4.1 40,312 4.3 1,618 4.2 広島版「産業革新機構」設立推進事業+４１広島ブランドショップ運営事業+６ 県費預託融資▲23企業立地促進対策事業▲６93,883 10.0 83,589 9.0 ▲10,294 ▲11.0 補助公共・直轄負担金▲５９広島高速道路公社出資金・貸付金▲１９61,817 6.6 60,712 6.5 ▲1,105 ▲1.8 職員宿舎建設事業費▲３247,641 26.4 240,085 25.8 ▲7,556 ▲3.1 私学振興補助金+２ 教職員給与費▲３４5,422 0.6 6,518 0.7 1,096 20.2 過年発生災害復旧事業+１１136,926 14.6 145,943 15.7 9,017 6.672,298 7.7 72,610 7.8 312 0.4 税関系交付金等+３400 0.0 400 0.0 0 0.0936,320 100.0 931,860 100.0 ▲4,460 ▲0.5727,863 77.7 714,090 76.6 ▲13,773 ▲1.9

民 生 費衛 生 費労 働 費

主な増要因（単位：億円） 主な減要因（単位：億円）議 会 費総 務 費
区　　　分

農 林 水 産 業 費商 工 費土 木 費警 察 費教 育 費災 害 復 旧 費公 債 費諸 支 出 金予 備 費歳出合計一般歳出(諸支出金・公債費を除く計)
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〔性質別内訳〕 

� 義務的経費は，Ｈ22年度に比べ▲9億円となる見込みです。 

・人件費のうち，給料及び職員手当については，職員数の見直しや給与構造改革などの人件費マネ

ジメントの着実な実行により，▲77億円となる見込みです。また，退職者の減少等による退職手当の

減（▲18億円）などにより，人件費全体では，▲98億円となる見込みです。 

・扶助費は，自立支援医療費等が増加する一方，原爆援護法等関係援護事業費の減などにより，Ｈ22年度

に比べ▲1億円となる見込みです。 

・公債費は，Ｈ22年度に比べ90億円の増となる見込みです。 

� 投資的経費は，Ｈ22年度に比べ▲102億円となる見込みです。 

・普通建設事業費は，広島県総合行政通信網整備事業の減などに加え，公共事業について，中期財政健

全化計画に基づき縮減を図るとともに，その一部を経済対策としてＨ22年度2月補正で前倒して実施した

ことにより，Ｈ22年度に比べ▲113億円となる見込みです。 

� 投融資関係費は，広島版「産業革新機構」設立により投資・出資が38億円の増となる一方，県費預託

融資等の貸付金の減（▲28億円）などにより，Ｈ22年度に比べ▲2億円となる見込みです。 

� その他の行政費は，介護保険給付費負担金などの福祉医療関係費の増や，依然として厳しい経済・

雇用情勢に対応するため，未就職卒業者等就業体験事業などの緊急経済・雇用対策を実施したこと

などにより，Ｈ22年度に比べ68億円の増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表表表表７７７７：：：：性性性性　　　　質質質質　　　　別別別別 （単位：百万円，％）Ｈ２２ Ｈ２３ 増減額 伸率A 構成比 B 構成比 B-A B/A309,337 33.0 299,561 32.1 ▲9,776 ▲3.2うち職員給与費 268,952 28.7 261,267 28.0 ▲7,685 ▲2.9 職員数の見直し▲１４給与構造改革等▲４２う ち 退 職 手 当 32,701 3.5 30,931 3.3 ▲1,770 ▲5.4 退職者数の減▲１２給与構造改革▲５28,333 3.0 28,244 3.0 ▲89 ▲0.3 自立支援医療費+６ 原爆援護法等関係援護事業費▲８136,159 14.5 145,160 15.6 9,001 6.6473,829 50.6 472,965 50.7 ▲864 ▲0.2108,984 11.7 97,723 10.5 ▲11,261 ▲10.3補 助 71,385 7.6 64,629 6.9 ▲6,756 ▲9.5 補助公共・国直轄事業負担金▲６６単 独 37,599 4.0 33,094 3.6 ▲4,505 ▲12.0 防災ヘリコプター更新事業+２０ 広島高速道路公社出資金・貸付金▲１９広島県総合行政通信網整備事業▲１４5,421 0.6 6,518 0.7 1,097 20.2 過年発生災害復旧事業+１１114,405 12.2 104,241 11.2 ▲10,164 ▲8.910,315 1.1 9,261 1.0 ▲1,054 ▲10.2 地域福祉基金積立金+３４ 財政調整基金積立金▲２９7,304 0.8 11,066 1.2 3,762 51.5 広島版「産業革新機構」設立推進事業+４１ 水道用水供給事業出資金▲３32,478 3.5 29,691 3.2 ▲2,787 ▲8.6 県費預託融資▲23地域総合整備資金貸付事業▲32,980 0.3 2,850 0.3 ▲130 ▲4.4 流域下水道特別会計繰出金▲１53,077 5.7 52,868 5.7 ▲209 ▲0.427,332 2.9 28,710 3.1 1,378 5.0 未就職卒業者等就業体験事業+９広島県議会議員一般選挙費+９ 電子計算組織管理運営費▲３広島県防災ヘリ運航管理事業▲２7,243 0.8 7,263 0.8 20 0.3260,034 27.8 265,413 28.5 5,379 2.1諸 支 出 金 72,298 7.7 72,610 7.8 312 0.4 税関係交付金等+３そ の 他 187,736 20.1 192,803 20.7 5,067 2.7 介護保険給付費負担金+２７子宮頸がん等ワクチン接種助成事業+１７ 住宅手当緊急特別措置事業▲６病院運営費▲４400 0.0 400 0.0 0 0.0295,009 31.5 301,786 32.4 6,777 2.3936,320 100.0 931,860 100.0 ▲4,460 ▲0.5727,863 77.7 714,090 76.6 ▲13,773 ▲1.9歳出合計一般歳出(諸支出金・公債費を除く計)
維 持 補 修 費補 助 費 等予 備 費
繰 出 金投 融 資 関 係 費物 件 費

そ の 他 の 行 政 費

投 資 的 経 費積 立 金投 資 ・ 出 資貸 付 金
公 債 費義 務 的 経 費普通建設事業費災害復旧事業費

主な増要因（単位：億円） 主な減要因（単位：億円）人 件 費扶 助 費
区　　　分
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  （（３３））  歳歳入入・・歳歳出出のの全全体体像像  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円，％）B-A B/A2,636 2,696 60 2.3 法人二税の増収　など1,861 1,890 29 1.6 「地域活性化・雇用等対策費」の創設等による増1,797 1,561 ▲236 ▲13.1 公共事業の縮減等による減　など1,038 905 ▲133 ▲12.8 （実質的な地方交付税）1,132 1,075 ▲57 ▲5.0 国勢調査，参議院議員選挙の終了による減　など1,937 2,097 160 8.3 緊急経済・雇用対策関連基金繰入金の増　など9,363 9,319 ▲44 ▲0.56,082 6,140 58 1.04,455 4,447 ▲8 ▲0.23,093 2,996 ▲97 ▲3.1う ち 職 員 給 与 費 2,690 2,613 ▲77 ▲2.9 人件費マネジメント（給与構造改革等）による減　などう ち 退 職 手 当 327 309 ▲18 ▲5.5 退職者見込み数の減　など1,362 1,452 90 6.62,409 2,421 12 0.5777 842 65 8.4 介護給付費負担金の増　など723 726 3 0.4 市町への税関係交付金の増　など2,499 2,450 ▲49 ▲2.0922 850 ▲72 ▲7.8補 助 公 共 等 664 598 ▲66 ▲9.9 補助公共事業・国直轄事業負担金の減単 独 公 共 204 187 ▲17 ▲8.3 単独公共事業の減災 害 復 旧 事 業 54 65 11 20.4 過年発生災害復旧事業の増1,577 1,600 23 1.5 緊急経済・雇用対策，広島版「産業革新機構」の設立，防災ヘリコプターの更新による増　　など9,363 9,318 ▲45 ▲0.5歳 出 合 計

歳 入 合 計
歳　 　　入

経 常 的 経 費

県 債
そ の 他 の 歳 入う ち 臨 時 財 政 対 策 債

う ち 一 般 財 源 総 額

歳　　　　出 う ち 福 祉 医 療 関 係 費公 債 費

平成２３年度当初予算の概要

県 税
国 庫 支 出 金
地 方 交 付 税 備　　　　　　　　　考前年度比較Ｈ２３BＨ２２A区　　　　　　分

人 件 費

一 般 事 業

う ち 税 交 付 金 等公 共 事 業
法 的 義 務 負 担 経 費
政 策 的 経 費
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  【【参参考考】】  歳歳入入・・歳歳出出のの構構成成  

    ①①  歳歳入入のの構構成成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方消費税清算金557億1400万円6.0%地方交付税1890億0700万円20.3%
国庫支出金1074億8839万円11.5%
諸収入437億4662万円4.7%

県債1560億8230万円16.7%
特定財源3741億0699万円40.1% 一般財源5577億5301万円59.9%寄附金繰越金800万円0.0%財産収入27億8583万円0.3%

繰入金528億0593万円5.7%
交通安全対策特別交付金9億円0.1%分担金及び負担金50億1852万円0.5%

使用料及び手数料61億7141万円0.7% 地方譲与税392億9600万円4.2%地方特例交付金32億8200万円0.4%

県税2695億5401万円28.9%

【主な内訳】　通常分　　　　   421億円(対Ｈ22：＋ 11億円)　財源対策債　　    66億円(対Ｈ22：▲ 77億円)　臨時財政対策債 　905億円(対Ｈ22：▲134億円)　退職手当債　　   130億円(対Ｈ22：▲  8億円) 【主な内訳】　法人２税　　　   637億円(対Ｈ22：＋152億円)　個人県民税　　   940億円(対Ｈ22：▲ 53億円)　地方消費税　　   355億円(対Ｈ22：▲ 10億円)

【主な内訳】　普通交付税　　 1,878億円(対Ｈ22：＋32億円)

【主な内訳】　財源調整的基金繰入金       　23億円(対Ｈ22：＋23億円)　大規模事業基金繰入金　　     25億円(対Ｈ22：＋25億円)　緊急雇用対策基金繰入金　 　  92億円(対Ｈ22：＋21億円)　介護基盤緊急整備等基金繰入金 35億円(対Ｈ22：＋12億円)

【主な内訳】　教育費関係　　　　　462億円(対Ｈ22：▲15億円)　土木費関係　　　　　172億円(対Ｈ22：▲10億円)　衛生費関係　　　　　213億円(対Ｈ22：▲11億円)

歳入総額9318億6000万円
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    ②②  歳歳出出のの構構成成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的別内訳

民生費1092億1411万円11.7% 衛生費790億5069万円8.5%教育費2400億8551万円25.8%
公債費1459億4316万円15.7%

議会費21億4060万円0.2% 総務費512億6104万円5.5%諸支出金726億1000万円7.8%予備費4億円0.0%
災害復旧費65億1769万円0.7%

警察費607億1214万円6.5% 土木費835億8908万円9.0% 商工費403億1251万円4.3%
農林水産業費292億6986万円3.1%労働費107億5364万円1.2%歳出総額9318億6000万円

目的別内訳

総務費512億6104万円5.5% 民生費1092億1411万円11.7% 衛生費790億5069万円8.5%商工費403億1251万円4.3%土木費835億8908万円9.0%警察費607億1214万円6.5%教育費2400億8551万円25.8%
公債費1459億4316万円15.7%

諸支出金726億1000万円7.8%
災害復旧費65億1769万円0.7% 農林水産業費292億6986万円3.1%労働費107億5364万円1.2%

議会費21億4060万円0.2%予備費4億0000万円0.0%
歳出総額●億●万円

性質別内訳

公債費1451億5969万円15.6%投資的経費1042億4034万円11.2%
義務的経費4729億6433万円50.8%その他3546億5533万円38.1%

物件費287億1010万円3.1% 維持補修費72億6347万円0.8% 繰出金28億5031万円0.3% 予備費4億円0.0%投資・出資貸付・積立金500億1857万円5.4%
普通建設事業費977億2265万円10.5%災害復旧事業費65億1769万円0.7% 扶助費282億4382万円3.0%

補助費等2654億1289万円28.5%
人件費2995億6082万円32.1%

【主な内訳】　公共事業　　 785億円(対Ｈ22：▲83億円)【主な内訳】　税交付金等　　　 726億円(対Ｈ22：＋ 3億円)　福祉医療関係費　 842億円(対Ｈ22：＋65億円)

【主な内訳】　職員給与費　 2,613億円(対Ｈ22：▲77億円)　退職手当　　   309億円(対Ｈ22：▲18億円)
歳出総額9318億6000万円
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  （（４４））  当当初初予予算算作作業業フフレレーームムにに基基づづくく徹徹底底ししたた事事業業のの見見直直しし  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　約約約約▲▲▲▲１１１１１１１１億億億億８８８８千万円千万円千万円千万円

　　　　　　　　約約約約▲▲▲▲１５１５１５１５億億億億２２２２千万円千万円千万円千万円

　　　　　　　　約約約約▲▲▲▲２７２７２７２７億億億億１１１１千万円千万円千万円千万円　　　　　　（一般財源ベース）
HHHH22222222予算予算予算予算 HHHH23232323予算案予算案予算案予算案 削削削削　　　　減減減減　　　　額額額額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源）））） （（（（一般財源一般財源一般財源一般財源）））） （（（（一般財源一般財源一般財源一般財源））））72,000 0 ▲ 72,000(72,000) (0) (▲ 72,000)57,443 18,867 ▲ 38,576(57,443) (18,867) (▲ 38,576)54,739 47,526 ▲ 7,213(54,739) (41,526) (▲ 13,213)13,370 0 ▲ 13,370(10,345) (0) (▲ 10,345)7,585 0 ▲ 7,585(7,585) (0) (▲ 7,585)18,928 12,600 ▲ 6,328(16,328) (9,638) (▲ 6,690)5,308 0 ▲ 5,308(5,308) (0) (▲ 5,308)24,490 0 ▲ 24,490(5,000) (0) (▲ 5,000)12,000 7,731 ▲ 4,269(12,000) (7,731) (▲ 4,269)3,343 0 ▲ 3,343(3,343) (0) (▲ 3,343)

（単位：千円）

ふるさと交流推進事業 「ひろしま夢ぷらざ」の物販機能を充実・強化し，情報発信等の運営費支援を縮減社会福祉施設経営指導員設置事業 関係団体の主体的な取組に移行することによる終了
過疎地域小規模企業活動支援モデル事業 モデル事業としての目的を達成したことによる終了「ええじゃん広島県」瀬戸内観光キャンペーン事業 キャンペーン事業としての目的を達成したことによる終了
県立学校授業料等徴収事務処理事業（収納システム関係） 授業料徴収対象者の減少に伴うデータ入力業務等の直営化による終了看護職員確保対策事業 モデル事業としての目的を達成したことによる終了

①①①①目目目目的的的的のののの妥妥妥妥当当当当性性性性やややや県県県県がががが主主主主体体体体ととととななななるるるる必必必必要要要要性性性性のののの検検検検証証証証にににによよよよるるるる見見見見直直直直しししし

広域集客観光拠点エリア形成事業 キャンペーン事業としての目的を達成したことによる終了社会福祉関係情報管理費 基幹システムのダウンサイジングに伴う改修事業の終了庁内管理費 外来駐車場有料化に伴う警備業務の見直しによる縮減地域医療安心確保事業 事業を効果的に実施するための実施主体の移行やモデル事業としての目的を達成したことによる終了

備備備備　　　　　　　　　　　　　　　　考考考考事事事事　　　　業業業業　　　　名名名名区区区区分分分分

①①①① 目目目目的的的的のののの妥妥妥妥当当当当性性性性やややや県県県県がががが主主主主 体体体体とととと ななななるるるる必必必必 要要要要 性性性性 のののの 検検検検 証証証証 にににに よよよよ るるるる 見見見見 直直直直 しししし②②②② 目目目目 的的的的 にににに 対対対対 すすすす るるるる 事事事事 業業業業 のののの 有有有有 効効効効 性性性性 ，，，，効効効効 率率率率 性性性性 のののの 検検検検 証証証証 にににに よよよよ るるるる 見見見見 直直直直 しししし
計計計計

主 主 主 主 な な な な 事 業事 業事 業事 業
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HHHH22222222予算予算予算予算 HHHH23232323予算案予算案予算案予算案 削削削削　　　　減減減減　　　　額額額額（（（（一般財源一般財源一般財源一般財源）））） （（（（一般財源一般財源一般財源一般財源）））） （（（（一般財源一般財源一般財源一般財源））））364,345 119,935 ▲ 244,410(364,345) (119,935) (▲ 244,410)156,252 39,695 ▲ 116,557(156,252) (39,695) (▲ 116,557)2,631,862 2,478,732 ▲ 153,130(1,319,730) (1,248,589) (▲ 71,141)828,429 702,517 ▲ 125,912(405,600) (343,517) (▲ 62,083)735,779 702,145 ▲ 33,634(731,857) (698,095) (▲ 33,762)60,809 46,136 ▲ 14,673(60,809) (46,136) (▲ 14,673)16,163 1,529 ▲ 14,634(16,163) (1,529) (▲ 14,634)635,005 625,259 ▲ 9,746(635,005) (625,259) (▲ 9,746)73,886 64,954 ▲ 8,932(70,813) (61,745) (▲ 9,068)81,729 72,727 ▲ 9,002(81,446) (72,493) (▲ 8,953)

区区区区分分分分 事事事事　　　　業業業業　　　　名名名名 備備備備　　　　　　　　　　　　　　　　考考考考（単位：千円）
事業の執行実績を踏まえ，適切な事業規模に見直し（医療機関への受診実績を踏まえて対象者数を精査）

②②②②目目目目的的的的にににに対対対対すすすするるるる事事事事業業業業のののの有有有有効効効効性性性性・・・・効効効効率率率率性性性性のののの検検検検証証証証にににによよよよるるるる見見見見直直直直しししし

電子計算組織管理運営費（大型） システムのダウンサイジングに伴う保守運用委託等の見直しによる縮減財務会計トータルシステム管理運営費 システムのダウンサイジングに伴う保守運用委託等の見直しによる縮減特定疾患対策事業肝炎ウイルス検査・治療費助成  事業の執行実績を踏まえ，適切な事業規模に見直し（インターフェロン治療の実績を踏まえて対象者数を精査）行政LAN・WAN運営事業 ネットワーク機器類のリース内容の見直しによる縮減防災情報システム管理運営等事業費 防災情報システムの仕様等の見直しによるリース料の縮減担い手育成経営基盤強化事業（推進費） 事業の執行実績を踏まえ，適切な事業規模に見直し（実績を踏まえて事務費等を精査）
農業制度資金利子補給等事業
県立学校施設設備整備事業（教育用PCリース） 一括契約の採用など，契約方法等の見直しによる生徒用PCリース料の縮減

事業の執行実績を踏まえ，適切な事業規模に見直し（近年の融資実績を踏まえて利子補給額を精査）
衛生管理費（職員健康診断等の実施）  事業の執行実績を踏まえ，適切な事業規模に見直し（健康診断の受診実績を踏まえて対象者数等を精査）
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  ３３  「「ひひろろししまま未未来来チチャャレレンンジジビビジジョョンン」」をを推推進進すするるたためめのの主主要要事事業業  

 

重点重点重点重点２２２２分野分野分野分野    「「「「「「「「人人人人人人人人づづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へへへへのののの挑戦挑戦挑戦挑戦                        【【【【342342342342億億億億46464646百万円百万円百万円百万円（（（（2222月補正含月補正含月補正含月補正含むむむむ））））】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】 労働力人口の減少を補う潜在的労働力の活用 （39億25百万円） 

■■■■    仕事仕事仕事仕事とととと子育子育子育子育てをてをてをてを両立両立両立両立できるできるできるできる環境環境環境環境づくりのづくりのづくりのづくりの推進推進推進推進（（（（30303030億億億億48484848百万円百万円百万円百万円））））    ○ 次代を担う子ども・子育て支援事業【２月補正を含む】２，１８０百万円 (一部新規)     （ひとり親家庭ＩＴスキルアップ就業支援事業） ２００百万円 (新規)    ～ ひとり親の在宅就業を支援するため，「在宅就業支援センター（仮称）」を設置して，職業訓練等を実施 （安心して子どもを生み育てられる環境整備） １，９８０百万円 (一部新規)    ・ 民間保育所の整備（９か所〔うち２月補正：８か所〕），地域子育て支援センターの整備（２か所） ・ 保育サービス，地域子育て支援の充実 ・ 児童虐待防止対策の強化（児童虐待防止支援員の配置，市町が行う児童虐待防止事業に対する補助 など） ・ 地域の実情に応じた子育て応援の取組を行う市町や市町の区域を超えた取組を行うＮＰＯを支援 など ○ 仕事と子育て応援事業 ８６百万円 (一部新規)    ～ 男女がともに子育てをしながら，働き続けることができる職場環境の整備を推進 ・ いきいきパパの育休奨励金の支給など男性の育児休業取得を促進 ・ 事業所内保育施設の設置・運営に要する費用を助成 ・ 「ひろしまジョブプラザ」に女性の就職を総合的に支援するワンストップ窓口を設置 ○ 看護職員のバックアップ事業 ２０９百万円 (一部新規)    ～ 看護職員不足の解消を図るため，看護師等の養成機能の充実・強化，離職防止・再就業の促進，資質向上のための支援を実施 ・ 県内の看護系大学への県内医療機関就業情報の提供 ・ 県内看護師等養成所専任教員の養成能力の向上に向けた研修，公開モデル授業の実施 ・ 院内保育所の施設整備，運営に対する支援，就業環境改善に関する相談窓口の設置 ・ 未就業有資格者に対する看護技術の実践研修の実施等 ○ 放課後児童クラブ事業 ５５８百万円 ( ○21 451 ○22 521 ) ～ 保護者が昼間家庭にいない小学校低学年児童に対し，授業の終了後に学校の余裕教室等を利用して適切な遊びや生活の場を与える放課後児童クラブの運営を支援 

○  仕事と子育てを両立できる環境づくりや高齢者のニーズに合った就業機会の提供に取り組む。 

○ 自主性や主体性を養うため，実体験などを通じた全人的な教育やグローバル化に対応した

国際的視野やコミュニケーション能力を持った人材の育成・確保に取り組む。 

○  高等学校，大学，企業の連携・強化の支援により，「受け皿」の魅力向上に取り組む。 
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○ 子育て住まいづくり環境検討事業 １百万円 (新規)   ～ 少子化に対応した住環境づくりの一環として，子育てに配慮した住宅・住環境についての検討を行い，子育てしやすい住環境の形成を促進 ○ 児童家庭支援センター運営費 １３百万円 (新規)    ～ 子どもに対する相談・支援体制を強化するため，市町では対応が難しい家庭等からの子どもに関する相談や，専門的な知識・技術を必要とする事案について，技術的助言・援助を行う児童家庭支援センターの運営を支援  
■■■■    高齢者高齢者高齢者高齢者ののののニーズニーズニーズニーズにににに合合合合ったったったった多様多様多様多様なななな就業機会就業機会就業機会就業機会のののの提供提供提供提供（（（（1111億億億億11111111百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「ひろしまジョブプラザ」運営事業 ２７百万円 ( ○21 27 ○22 27 ) ～ 若者から中高年齢者まで全ての世代の多様な働き方を支援するため，関係各機関と連携し，就業や社会貢献活動に係る相談業務など幅広い支援をワンストップで実施（これまで若年者を対象として実施していたキャリア・コンサルティングを40歳以上のシニア・ミドル世代にも拡充） ○ シルバー就業機会開拓事業 ８３百万円 ( ○21 0 ○22 82 ) ～ 高年齢者の就業機会の確保・増大を図るため，各市町のシルバー人材センターや高齢者能力活用協会に就業機会開拓専門員を配置し，求人情報の収集等を実施  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（7777億億億億67676767百万円百万円百万円百万円））））    ○ 福祉・介護人材雇用養成事業 ３６１百万円 ( ○21 0 ○22 308 ) ～ 介護業務に従事しながらの資格取得の支援や，介護職員の研修受講の際の代替職員派遣により，福祉，介護分野の人材を育成 ○ 福祉・介護人材確保事業 １９６百万円 ( ○21 131 ○22 215 ) ～ 無料職業紹介や就職面接会の開催，キャリア支援専門員による出張相談や職場体験の場を提供 ○ 大規模野菜経営実証事業 １００百万円      ～ 加工・流通業者等のニーズに対応した新たな担い手の育成に向け，加工・業務用野菜の大規模経営モデルを実施・検証するとともに，農業経営人材を育成するための実務研修を実施 ○ 農業ビジネス経営力向上事業 １２百万円 (新規)    ～ 本県農業を支える経営力の高い担い手を育成するため，農業経営者等が経営スキルを習得するための研修を実施 ・ 経営意識の醸成（経営理念・哲学，経営戦略等），経営管理能力の向上（マーケティング，財務・労務管理，生産管理等），演習・現地研修などによるゼミ講座（３０人程度，延べ５４時間程度のカリキュラム） ・ 経営者のモチベーション向上のための先進経営者等による公開講座（１００人程度，年２回開催） ○ 新規就農者研修支援事業 ９９百万円 (新規)    ～ 将来の広島県農業を支える人材を確保・育成するため，就農希望者に対し，集落法人等での農業の実践研修や基礎知識習得のための研修を実施 ・ 就農希望者に対する個別就農相談・就農実践研修 ・ 就農後の課題解決のためのフォローアップ研修 ・ 集落法人等に対する雇用に関する問題解決に向けた研修 
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【重点施策】 将来の広島県を支える人材の育成 （267億21百万円） 

■■■■    子子子子どもたちのどもたちのどもたちのどもたちの更更更更なるなるなるなる学力学力学力学力・・・・体力体力体力体力のののの向上向上向上向上（（（（2222億億億億23232323百万円百万円百万円百万円））））    ○ 高等学校学力向上対策事業 ２７百万円 ( ○21 26 ○22 23 ) ～ 県立高等学校における学力向上を図るため，すべての県立高等学校を対象とした共通学力テストや学習合宿，指定校における合同合宿や大学・企業訪問を実施 ○ 基礎学力定着プロジェクト事業 ３百万円 ( ○21 4 ○22 4 ) ～ 児童生徒の基礎学力の確実な定着を目指し，「基礎・基本」定着状況調査を継続して実施するとともに，調査結果の分析等を通して，学力向上の取組の成果を検証し，学習指導内容を改善 ○ トップアスリート育成強化事業 １７０百万円 (新規)    ～ 将来，世界や全国の大会で活躍できる選手を広島県から輩出するため，全国大会等で優勝できる競技力を持つジュニア選手の発掘・育成・強化を実施 ・ 全国のトップを狙える競技を中心とした強化合宿，指導者養成 ・ 優れた運動能力を有する児童の早期発掘 ○ 広島県科学オリンピック開催事業 ９百万円 ( ○21 0 ○22 5 ) ～ 科学に対する関心や理数系分野への学習意欲の向上を図るため，高校生を対象とした広島県科学オリンピックを開催 <実施分野：物理，化学，生物，地学，数学，情報> ○ 小規模県立高校間の連携推進事業 ２５百万円 ( ○21 0 ○22 45  ) ～ 小規模県立高等学校の教育活動の充実を図るため，授業交流などの連携推進事業を実施 
 

■■■■    実体験実体験実体験実体験などをなどをなどをなどを通通通通じたじたじたじた全人的全人的全人的全人的なななな教育教育教育教育（（（（78787878百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「わたしたちの学校は日本一！」事業 ３百万円 (新規)    ～ 知・徳・体の様々 な分野でトップを目指す人材を育成するため，県立学校の生徒会など生徒が組織するグループが，自ら企画・運営し，主体的に取り組むプロジェクト活動を支援（１０校程度） ○ 心の元気を育てる地域支援事業 １４百万円 (新規)    ～ 生徒指導上の諸問題を解決するため，中学校区を単位とした地域において，「地域まるごと宣言」を発信するとともに，環境美化など小中学校と地域が共通の目標をもった体験活動を実施 ○ 特別支援学校就職支援プロジェクト事業 ２７百万円 (一部新規)    ～ 障害のある生徒が自立し，社会参加するため，県立特別支援学校における職業教育や，就職指導体制の充実に向けた取組を実施 ・ 生徒の就職意欲を高めるための認定資格の開発及び技能検定の実施 ・ 特別支援学校における就職支援を行うためのジョブサポートティーチャーの配置 ・ 働く力を向上させ，企業等に就職させるための県立学校・教育委員会事務局での通年雇用の実施 ○ ものづくり高校生マイスター育成事業 ９百万円 ( ○21 0 ○22 10 ) ～ 将来の本県のものづくり産業を担う人材を育成するため，ものづくりコンテスト全国大会等での入賞を目指し，工業高校等の生徒を対象とした実習・セミナーを開催  <実施分野：旋盤作業，電子回路組立，木材加工など>  
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○ 高校生の「起業家精神」育成事業 ３百万円 ( ○21 0 ○22 3 ) ～ 県立高等学校の生徒によるビジネスプランの作成及び起業活動の実践を通じて，地域社会や産業の活性化に貢献できる実践力のある人材を育成 ○ 「山・海・島」体験活動推進事業 １７百万円 ( ○21 0 ○22 28 ) ～ 豊かな心の育成を図るため，県内の小学校３５校程度で，広島県の豊かな自然環境を生かした集団宿泊体験活動を実施 ○ 夢配達人プロジェクト推進事業 ４百万円 ( ○21 4 ○22 4 ) ～ 子どもたちが主役となって，「夢配達人（夢の実現をサポートする専門家など）」や地域の人たちと一緒に夢の実現に取り組む活動を支援 
 

■■■■    国際的視野国際的視野国際的視野国際的視野ややややコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション能力能力能力能力をををを持持持持ったったったったグローバルグローバルグローバルグローバル人材人材人材人材のののの育成育成育成育成とととと確保確保確保確保（（（（1111億億億億68686868百万円百万円百万円百万円））））    ○ 留学生受入・定着倍増促進事業 ４０百万円 (新規)   ～ グローバル人材の育成・確保を図るため，県内の大学，経済・国際交流団体，行政機関等で設立する「広島県留学生活躍支援センター（仮称）」に対する参画・支援及び受入促進重点国（中国，韓国，ベトナム，インド）等におけるＰＲ事業等を実施 ○ 広島県ものづくりグローバル人財育成事業 ５百万円 (新規)   ～ 県内企業が海外進出する際にキーパーソンとなる優秀な人材の確保を図るため，産学官が連携して，海外からの優秀な留学生の受入れ（５人），ものづくり企業のノウハウを活かしたカリキュラムによる人材育成を行い，県内企業への就職を促進 債務[２０百万円]       ○ イノベーション人材等育成事業 １０２百万円 (新規)    ～ 県内中小・中堅企業のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業の人材育成計画に基づく国内外の大学，企業，研修機関等への派遣を支援 ・ 補助対象者数：３０～８０人程度 ・ 補助対象経費：入学料，受講料，交通費，宿泊費，派遣職員の人件費，代替従業者の賃金等          （国外の場合は，さらに渡航費，滞在費，保険料等） ・ 補 助 率 等：補助対象経費の１/２（上限額：４,０００千円） ○ 県立学校海外交流推進事業 １９百万円 (新規)    ～ グローバル社会に対応できる視野や行動力を身に付けた人材を育成するため，県立学校と海外の学校との姉妹校提携や海外留学の支援を実施 ・ 姉妹校提携のためのガイダンス（事業説明会）の実施，各校の提携プラン立案への助言 ・ 姉妹校へ派遣（留学）する際の渡航費の一部を支援（対象：１２人） ≪成果目標≫ ・ 海外の学校と姉妹校提携を締結する県立高等学校数   １２校［平成２２年４月１日］ ⇒ ８２校[平成２５年度目標] ・ 留学を経験した県立高等学校生徒数   １０人［平成２０年度］ ⇒ 各校１人以上[平成２６年度目標] ○ みんなで作ろうひろしま自慢事業 ２百万円 (新規)   ～ 子どもたちの郷土ひろしまに対する理解を深めるとともに，郷土愛の育成を図るため，子どもたちが地域で発見した宝（地域自慢）の発表大会などを実施 
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■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（262262262262億億億億42424242百万円百万円百万円百万円））））    ○ ひろしま夏の芸術祭開催事業 １９百万円 ( ○21 21 ○22 24 ) ～ 街角コンサートや広響と世界の著名アーティストによるコンサートの開催など，県全体の芸術基盤の底上げを図るためのイベントを７月から８月にかけて開催 ○ 県立美術館活性化対策事業 １４百万円（新規）     ～ 県立美術館の活性化を図るため，新たに専任館長や美術館運営に対する外部評価を行う評価委員会を 設置するとともに，ロビーコンサートなどの賑わい創出に向けた取組を実施 ○ 「ひろしま平和発信コンサート構想（仮称）」策定事業 １３百万円 (新規)   ～ 世界へ平和のメッセージを発信し，ＮＧＯ等による国際平和貢献活動の支援につなげていくための世界規模のコンサート事業構想を策定 ○ ＮＰＯ等自立促進事業 ６０百万円 (新規)   ～ 経営力のある自立したＮＰＯ等を増加させるため，多様な主体が協働して地域課題の解決に取り組むモデル事業等を実施するとともに，「ひろしまＮＰＯ大賞（仮称）」の創設によるＮＰＯ法人への社会的信用向上などの取組を実施 ○ 私学振興補助金 ２０，６７９百万円 ( ○21 17,115 ○22 20,498 ) ～ 高等学校等就学支援金の支給等により家庭の教育費負担を軽減するとともに，私学教育の振興を図るため，学校法人等に対して助成 ○ 高度観光人材育成強化事業 １５百万円(一部新規)    ～ 旅行ニーズの多様化等に対応し，地域で観光を支える実践的なノウハウを有する人材を育成するため，経営戦略やマーケティング，地域学などの観光に関する人材育成セミナーを開催 ○ 県立学校施設設備整備事業 ５，４４２百万円 ( ○21 6,969 ○22 6,266 ) ～ 県立学校施設の耐震化など安全・安心な施設環境の整備を計画的に実施するとともに，学校における情報化を推進 
 

【重点施策】 社会減に歯止めをかける対策の実施 （36億円） 

■■■■    県内県内県内県内のののの高等教育機関高等教育機関高等教育機関高等教育機関のののの魅力向上魅力向上魅力向上魅力向上とととと県内外県内外県内外県内外からのからのからのからの人材確保人材確保人材確保人材確保（（（（36363636億円億円億円億円））））    ○ 留学生受入・定着倍増促進事業[再掲] ４０百万円 (新規)   ～ グローバル人材の育成・確保を図るため，県内の大学，経済・国際交流団体，行政機関等で設立する「広島県留学生活躍支援センター（仮称）」に対する参画・支援及び受入促進重点国（中国，韓国，ベトナム，インド）等におけるＰＲ事業等を実施 ○ 大学連携推進方策の検討事業 ２百万円 (新規)    ～ 県内大学の魅力向上を図るため，県内大学や大学連携組織である「教育ネットワーク中国」，経済関係団体，高等学校関係団体で構成する検討会を設置し，大学等が連携して行うべき取組の方針を決定 ○ 公立大学法人県立広島大学運営費交付金 ３,５５３百万円 ( ○21 3,766 ○22 3,654 ) ～ 公立大学法人独自の方針に沿った財政の運営に必要な経費として，運営費交付金を交付  
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○ ひろしま企業オンキャンパス・リクルーティング事業 ７百万円 (一部新規)    ～ 県内産業の次代を担う新卒理工系大学生の県内企業への就職を促進するため，県内の理工系大学生に対し，県内企業の魅力を発信するとともに，県外大学と県内企業との関係構築を促進するための取組を実施 ・ 県内大学における寄附講座，ものづくりインターンシップの実施 ・ 本県出身の大学教員等と県内企業の交流会の実施 
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重点重点重点重点２２２２分野分野分野分野    「「「「「「「「新新新新新新新新たたたたたたたたなななななななな経経経経経経経経済済済済済済済済成成成成成成成成長長長長長長長長」」」」」」」」    へへへへのののの挑戦挑戦挑戦挑戦【【【【272727271111億億億億11114444百万円百万円百万円百万円（（（（2222月補正含月補正含月補正含月補正含むむむむ））））】】】】    

 

 

 

 

 

   
 

 

【重点施策】 イノベーション力の徹底強化 （29億29百万円） 

■■■■    付加価値付加価値付加価値付加価値とととと競争力競争力競争力競争力をををを上上上上げるげるげるげるイノベーションイノベーションイノベーションイノベーション力力力力のののの強化強化強化強化    （（（（3333億億億億47474747百万円百万円百万円百万円））））    ○ ひろしまイノベーション創出促進事業 ８百万円 (新規)   ～ 県内中小企業等のイノベーションマインドの醸成を図るため，中小企業等の研究開発事業計画の評価を外部評価機関に委託し，その結果を事業者に還元 ・ 対象：新たな事業展開を目指す県内中小企業等 ５０社 債務[２０百万円]   ○ イノベーション人材等育成事業［再掲］ １０２百万円 (新規)    ～ 県内中小・中堅企業のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業の人材育成計画に基づく国内外の大学，企業，研修機関等への派遣を支援 ・ 補助対象者数：３０～８０人程度 ・ 補助対象経費：入学料，受講料，交通費，宿泊費，派遣職員の人件費，代替従業者の賃金等          （国外の場合は，さらに渡航費，滞在費，保険料等） ・ 補 助 率 等：補助対象経費の１/２（上限額：４,０００千円） ○ 知財活用ビジネス総合支援事業 ２９百万円 (一部新規)   ～ 県内中小企業の競争力を強化し，事業展開を促進するため，知的財産に係る既存の支援体制等を再構築 ・ 知財に関するワンストップ窓口を設置し，中小企業の知財を活用した事業展開を支援 ・ 知財活用の具体的な方向性と戦略を示す知財戦略「アクションプラン」を策定 ・ 中小企業の持つ技術の評価及びコア技術の最適な権利化を支援 ○ 道路照明ＬＥＤ導入事業 ２百万円 (新規)   ～ ＣＯ２排出量の低減を図るとともに，地元ＬＥＤ産業の育成を図るため，ＬＥＤ道路照明を試験設置し，製品の輝度，耐久性など，道路照明としての適用性を検証 ○ カーエレクトロニクス推進支援事業 ８９百万円（ ○21   90 ○22 109 ） ～ 本県の基幹産業である自動車関連産業の持続的な競争力を維持するため，「カーエレクトロニクス推進センター」を中心に，カーエレクトロニクス分野の次世代型技術の戦略的育成を支援 ・ ワークショップ，セミナーの開催など，カーエレクトロニクス推進センターの運営を支援 ・ カーエレクトロニクス分野における実用化，地域への波及効果が高い研究開発プロジェクトを支援   

○ 「イノベーション立県」の実現に向けて，企業の付加価値・競争力を向上させるイノベー

ション力の徹底強化や，イノベーションの原動力となる産業人材の育成・確保を図るととも

に，成長産業の育成支援，アジアを中心とした海外成長市場のビジネス機会の拡大等に重点

的に取り組む。 

○ 魅力ある観光地づくりや観光情報発信の強化などにより，国内外からの観光客誘致に取り組む。 

○ 依然として厳しい経済情勢を踏まえ，切れ目のない緊急経済・雇用対策を実施する。 
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○ 「広島レモン」利用促進技術開発プロジェクト【２月補正】１２百万円 (新規)   ～ 「広島レモン」の生産量・出荷額を増加させるため，さらなる需要拡大が見込める加工・業務用での利用に繋がるレモンの栽培，周年安定供給，機能性成分の活用に関する技術を開発 ○ ものづくり基盤技術高度化プロジェクト【２月補正】 １５百万円 ( ○21 0 ○22 16 ) ～ 広島県の製造業を支える「ものづくり基盤技術」の高度化を図るため，金型加工の高精度・生産性向上技術の実用化に向けた研究開発を推進 ○ 炭素繊維加工産業創出プロジェクト【２月補正】 ２５百万円 ( ○21 50 ○22 28 ) ～ 広島県を「炭素繊維加工産業のフロントランナー」とするため，炭素繊維複合材料について，本県独自の加工技術を開発 ○ 建設業新分野進出支援事業 ６６百万円 (新規)    ～ 道路・河川等の災害対応や維持管理を担う建設業者を確保するため，建設業者の経営革新の取組（調査研究開発，販路開拓，設備投資）を支援 ・ 対象者：土木一式工事の県入札参加資格者である，従業員数５人以上であるなどの要件を満たす県内建設業者 ・ 補助率：承認された経営革新計画の調査研究開発等に要する経費の１/２以内 
 

■■■■    ニーズニーズニーズニーズにににに応応応応えるえるえるえる農林水産業農林水産業農林水産業農林水産業へのへのへのへの転換転換転換転換（（（（25252525億億億億82828282百万円百万円百万円百万円））））    ○ アグリ・マーケティング力強化事業 １９百万円 (新規)    ～ 担い手（生産者）のマーケティング力を強化し，生産から販売までが一体となった持続的な農業を確立するため，実需者の的確なニーズを踏まえたトータルコーディネート業務を行うワンストップ体制を構築 ○ 担い手経営強化モデル事業 ６３百万円 (新規)    ～ 地域の核となる経営力の高い担い手を育成 ・ 経営発展型集落法人モデル（販売額８０百万円以上）の確立に向けた機械・施設や，販売力強化の取組等への支援 ・ 複数の集落法人等の連携による業務用・加工用野菜等の栽培に向けた機械・施設等への支援 ○ 集落法人設立加速化支援事業 ７０百万円 ( ○21 288 ○22 202 ) ～ 将来にわたって地域農業を担うことのできる集落法人の設立を加速化させるため，集落法人設立時の初期負担を軽減  ≪成果目標≫ ・ 集落法人設立数 １７５法人［平成２１年度］ ⇒ ３００法人 [平成２７年度] ○ 農業参入企業支援事業 ６０百万円 (一部新規)   ○ 農業参入企業支援資金利子補給事業 ２百万円 (新規)［融資枠３００百万円］～ 農業への企業参入を促進するため，新規参入や規模拡大に必要な機械施設等の整備に係る経費に対する助成や，経営安定化のための運転資金に対する金融支援を実施 ○ 広島牛生産基盤強化支援事業 ２２百万円 (一部新規)    ～ 集落法人等が広島牛経営（繁殖，肥育）を開始又は規模拡大する際の手法を分析し，テキスト化することにより，広島牛の増頭を図るとともに，規模拡大を目指す集落法人の生産基盤整備を支援 ○ ひろしま地産地消推進事業 ５百万円 (一部新規)    ～ 消費者の県産農産物等に対する理解促進と消費拡大を図るため，「親子地産地消体験ツアー」や各種媒体等を活用したＰＲを実施 
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○ かき小町（三倍体カキ）販売強化・増産対策事業 ２９８百万円 (新規)   ～ 県内漁業者の収益性を向上させるため，市場での優位性がある『かき小町』(三倍体カキ)の増産を行うための種苗生産施設の増設，『かき小町』のブランド化に向けた販路拡大の取組を実施 ・ かき小町種苗施設整備 ・ 販売戦略協議会の設置，流通鮮度試験の実施 など ○ キジハタ栽培漁業推進事業 ６百万円 (新規)    ～ 漁業者ニーズがあり，放流効果の高い地先定着型魚種キジハタの栽培漁業を推進するため，国や瀬戸内各県と連携した種苗量産化の取組や国機関との共同研究を実施 ○ 森林整備加速化・林業再生基金事業 １,１９４百万円 (一部新規)    ～ 間伐等の森林整備の加速化と，間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業の再生に向けた取組を実施 ・ 間伐，路網整備，里山再生対策，森林境界の明確化，高性能林業機械等の導入に対する支援 ・ 木材加工・流通施設整備，流通経費，間伐材を利用した製品開発に対する支援 ・ バイオマス利用に向けた発電用ボイラーの改良，燃料用間伐材の買取経費に対する支援 など ○ ひろしまの森づくり事業 ８４４百万円 ( ○21 857 ○22 852 ) ～ 県民全体が享受している県土の保全や水源のかん養など森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため，県民全体で森林を守り育てる事業を実施 ・ 放置された人工林のうち，緊急的対応を必要とする森林の間伐・作業路の整備 ・ 里山林等のうち，土砂災害防止，生物多様性の保全等を必要とする森林の整備 ・ 県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成 など 
 

【重点施策】 成長事業への集中的支援 （46億63百万円） 

■■■■    成長分野成長分野成長分野成長分野にににに特化特化特化特化したしたしたした事業事業事業事業のののの育成育成育成育成・・・・支援支援支援支援（（（（46464646億億億億63636363百万円百万円百万円百万円））））    ○ 新たな産業クラスター形成促進事業 ３９百万円 (新規)   ～ 新たな産業クラスターを形成して県内産業の活性化を図るため，県内企業が持つ技術・ノウハウを活用し，太陽電池及び環境浄化・リサイクル分野で活躍する既存企業の成長と新規参入を促進 ・ プロジェクトマネージャー・コーディネーターの設置など，推進体制の構築 ・ 産業クラスター形成のための戦略策定，企業の課題・潜在技術の調査 など ○ 医工連携ビジネス推進事業 １４百万円 (新規)   ～ ライフ（医療・健康・福祉）産業は，世界的な市場拡大や成長が見込まれることから，本県の強みである「ものづくり技術」と県内大学におけるライフサイエンス分野の研究資源との結合を図り，医工連携を推進 ・ 医療機器関連分野への進出に意欲的な企業と医療系資源を持つ大学，支援機関等で構成する医療機器開発協議会の設置・運営 ・ 県内外の臨床評価に係るシーズ・ニーズ調査の実施 ○ 広島版「産業革新機構」設立推進事業 ４,１０７百万円 (新規)   ～ 新たな雇用の創出や所得の拡大を図るため，広島版「産業革新機構」を設立し，投資先企業への成長資金の供給，多面的支援（技術・人材，マーケティング等）をハンズオン（経営参加型）方式で実施 ・ 投資事業有限責任組合の運営会社設立に係る資本金の出資（１００百万円） ・ 投資事業有限責任組合の運営会社設立準備等経費（７百万円） ・ 投資事業有限責任組合の組成に係る出資金（４,０００百万円） 
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○ カーエレクトロニクス推進支援事業［再掲］ ８９百万円（ ○21   90 ○22 109 ） ～ 本県の基幹産業である自動車関連産業の持続的な競争力を維持するため，「カーエレクトロニクス推進センター」を中心に，カーエレクトロニクス分野の次世代型技術の戦略的育成を支援 ・ ワークショップ，セミナーの開催など，カーエレクトロニクス推進センターの運営を支援 ・ カーエレクトロニクス分野における実用化，地域への波及効果が高い研究開発プロジェクトを支援 ○ ＬＥＤ関連産業創出支援事業 １４百万円（ ○21    0 ○22 70） ～ 県内企業のLED応用製品の開発力を高め，LED関連産業の振興を図るため，東部工業技術センター内に整備したＬＥＤ等計測・評価機器を活用した開発支援を実施 ○ 産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業 ４０１百万円 ( ○21 401 ○22 401 ) ～ 資源循環型社会への転換を進める上で，効果が大きいと認められる産業廃棄物の排出抑制・リサイクル施設の整備を支援  
【重点施策】 海外市場をターゲットとした戦略 （23億83百万円） 

■■■■    アジアアジアアジアアジアをををを始始始始めとするめとするめとするめとする海外成長市場海外成長市場海外成長市場海外成長市場のののの活力活力活力活力をををを取取取取りりりり込込込込むむむむ戦略戦略戦略戦略（（（（4444億億億億5555百万円百万円百万円百万円））））    ○ 国際ビジネス交流拡大事業 ４６百万円 (新規)    ～ 県内経済の活性化を図るため，県内企業の中国やインドでのビジネス機会の拡大を支援 ［中国］ ・ 四川省への訪問団派遣，ＰＲイベントの開催及び国際見本市への広島県ブース出展 ・ 官民が連携した四川省進出に向けたワーキンググループの設置・運営 など ［インド］ ・ タミル・ナドゥ州の企業，政府，経済団体及び大学の関係者を広島県に招聘し，商談会や情報交換等を実施 ○ 農水産物海外販路拡大事業 ５百万円 (一部新規)    ～ アジア諸国等をターゲットとして，広島県産農水産物等の輸出拡大等にチャレンジする法人や生産者団体の取組を支援 ・ 海外輸入業者の日本法人や輸出業者との意見交換会，セミナーの開催，個別相談等の実施 ・ 商談会等への参加に要する経費等の助成 など ○ 国際コンテナターミナル共同化・民営化導入事業 ３２０百万円 (新規)    ～ 地域経済の活性化や地域産業の国際競争力の強化に資するため，広島港及び福山港国際コンテナターミナルの荷役の共同化や，港湾運営の民営化を推進 ・ 平成２３年の港湾法改正後に民営化を導入（「港湾運営会社」に国際コンテナターミナルを長期貸付） ・ 「港湾運営会社」が運営する国際コンテナターミナルの荷役機械の共同化に必要なコンテナヤードの改良 ○ 港湾物流機能強化事業 １５百万円 (新規)   ～ 広島港，福山港における港湾施設の利用促進及び施設の充実・強化を図るため，中国・東南アジアの現地荷主企業に対する物流ルートの提案や，福山港の輸送機能の強化を図るため，国際戦略バルク港湾の計画を策定 ・ 中国，タイ，ベトナム現地荷主企業の訪問活動による県内港を利用した物流ルートの提案 ・ 企業の国際競争力向上に資する国際戦略バルク港湾「福山港」港湾計画の変更等 
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○ 広島空港航空ネットワーク拡充事業 １９百万円 (一部新規)    ～ 広島空港の航空ネットワークを拡充するため，国内外からの利用を促進 ・ 国際定期便を利用する団体旅行を手配した旅行会社に対する支援 ・ 国際定期便を乗継利用する旅行商品を造成する旅行会社に対する支援 ・ チャーター便の運航実績に応じた国際定期便運航航空会社に対する支援  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（19191919億億億億78787878百万円百万円百万円百万円））））    ○ 広島港整備事業（一部港湾特会） １,９７８百万円 ( ○21 8,820 ○22 3,407 ) ～ 国際物流・国際交流拠点を担う中核国際港湾として，必要な港湾施設を整備  
【重点施策】新たな成長を促す産業人材の育成・確保 （3億39百万円） 

■■■■    付加価値付加価値付加価値付加価値やややや生産効率生産効率生産効率生産効率をををを上上上上げるげるげるげる産業人材産業人材産業人材産業人材のののの育成育成育成育成・・・・確保確保確保確保（（（（3333億億億億39393939百万円百万円百万円百万円））））    債務[２０百万円]   ○ イノベーション人材等育成事業[再掲] １０２百万円 (新規)    ～ 県内中小・中堅企業のイノベーションの原動力となる高度で多彩な産業人材を創出するため，中小・中堅企業の人材育成計画に基づく国内外の大学，企業，研修機関等への派遣を支援 ・ 補助対象者数：３０～８０人程度 ・ 補助対象経費：入学料，受講料，交通費，宿泊費，派遣職員の人件費，代替従業者の賃金等          （国外の場合は，さらに渡航費，滞在費，保険料等） ・ 補 助 率 等：補助対象経費の１/２（上限額：４,０００千円） ○ 高度観光人材育成強化事業[再掲] １５百万円(一部新規)    ～ 旅行ニーズの多様化等に対応し，地域で観光を支える実践的なノウハウを有する人材を育成するため，経営戦略やマーケティング，地域学などの観光に関する人材育成セミナーを開催 ○ ひろしま企業オンキャンパス・リクルーティング事業[再掲] ７百万円 (一部新規)    ～ 県内産業の次代を担う新卒理工系大学生の県内企業への就職を促進するため，県内の理工系大学生に対し，県内企業の魅力を発信するとともに，県外大学と県内企業との関係構築を促進するための取組を実施 ・ 県内大学における寄附講座，ものづくりインターンシップの実施 ・ 本県出身の大学教員等と県内企業の交流会の実施 ○ 広島県ものづくりグローバル人財育成事業[再掲] ５百万円 (新規)   ～ 県内企業が海外進出する際にキーパーソンとなる優秀な人材の確保を図るため，産学官が連携して，海外からの優秀な留学生の受入れ（５人），ものづくり企業のノウハウを活かしたカリキュラムによる人材育成を行い，県内企業への就職を促進 ○ 新規就農者研修支援事業[再掲] ９９百万円 (新規)    ～ 将来の広島県農業を支える人材を確保・育成するため，就農希望者に対し，集落法人等での農業の実践研修や基礎知識習得のための研修を実施 ・ 就農希望者に対する個別就農相談・就農実践研修 ・ 就農後の課題解決のためのフォローアップ研修 ・ 集落法人等に対する雇用に関する問題解決に向けた研修 
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○ 大規模野菜経営実証事業[再掲] １００百万円      ～ 加工・流通業者等のニーズに対応した新たな担い手の育成に向け，加工・業務用野菜の大規模経営モデルを実施・検証するとともに，農業経営人材を育成するための実務研修を実施 ○ 農業ビジネス経営力向上事業[再掲] １２百万円 (新規)    ～ 本県農業を支える経営力の高い担い手を育成するため，農業経営者等が経営スキルを習得するための研修を実施 ・ 経営意識の醸成（経営理念・哲学，経営戦略等），経営管理能力の向上（マーケティング，財務・労務管理，生産管理等），演習・現地研修などによるゼミ講座（３０人程度，延べ５４時間程度のカリキュラム） ・ 経営者のモチベーション向上のための先進経営者等による公開講座（１００人程度，年２回開催）  
【重点施策】 経済波及効果や雇用創出効果の早期の具現化 （167億99百万円） 

■■■■    景気景気景気景気のののの動向等動向等動向等動向等をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた適切適切適切適切なななな緊急雇用対策緊急雇用対策緊急雇用対策緊急雇用対策のののの実施実施実施実施        ⇒ 「４ 緊急経済・雇用対策の概要」（Ｐ３８）を参照 
 

■■■■    観光観光観光観光・・・・交流産業交流産業交流産業交流産業のののの振興振興振興振興（（（（20202020億億億億6666百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「瀬戸内 海の道構想」関連事業等      【戦略テーマ】みなとまちルネッサンスほか （海の道プロジェクト推進事業） ８１百万円 (新規)    ～ 「瀬戸内 海の道構想」に基づき，瀬戸内の地域資源，人材等を活用し，集客や新たな産業づくり，地域の魅力向上等を図るための取組の実施 ［瀬戸内サブブランド育成支援］ Ｈ２２年度に実施した実証事業から抽出された課題等を踏まえ，瀬戸内ブランド及び強みとなる３つのサブブランド（①多島美景観・街並み景観，②地域に根ざした文化・芸術・産業，③独特の食材・農林水産物）の形成に寄与するリーディング事業を実施 ［瀬戸内ブランド・プロダクツの新機軸の展開］ 瀬戸内の地域資源の付加価値化，人材の活用等により，市町や民間事業者，地域づくり団体等が主体となってチャレンジ的に取り組む事業等を支援 ［構想実現の仕組みづくり］ 「瀬戸内 海の道構想」に基づく関連プロジェクト等を地域が自立的に取り組む仕組みの構築に向け，民間企業，地域活動団体及びＮＰＯ等のパートナーシップのもと，継続的に推進するためのシステムを検討 ・ 瀬戸内海を一体とした情報発信方策，県内大学や企業，団体等と連携した人材バンク，資金調達の仕組みを検討 ・ 集客力の高い地域資源の情報収集，収集した情報の編集及び効果的な情報発信の方法を検討 【戦略テーマ】瀬戸内サイクリング （瀬戸内サイクリングロード事前調査費） ２百万円 (新規)   ～ 「瀬戸内サイクリング」を新たな「ひろしまブランド」として確立するよう瀬戸内サイクリングロードの整備に向けた調査・検討を行い，「瀬戸内 海の道構想」を推進 



- 23 - 

（広域集客観光メニュー強化事業） １４百万円 (一部新規)   ～ 瀬戸内地域のサイクリング振興による誘客促進を図るため，しまなみ海道やとびしま海道などのサイクリングルートへの移動や，ルート間の移動の利便性向上に資する二次交通（ＪＲ，船，バス）のモニター試験運行を実施 【戦略テーマ】瀬戸内アート回廊 （瀬戸内海国立公園宮島弥山山頂展望休憩所再整備事業） ４５百万円     ～ 「瀬戸内 海の道構想」の目指す瀬戸内エリアの魅力の向上を図るため，国と連携して，老朽化した瀬戸内海国立公園宮島の弥山山頂展望休憩所を再整備 【戦略テーマ】瀬戸内 食のトップブランド （「広島レモン」利用促進技術開発プロジェクト【２月補正】[再掲]） １２百万円 (新規)   ～ 「広島レモン」の生産量・出荷額を増加させるため，さらなる需要拡大が見込める加工・業務用での利用に繋がるレモンの栽培，周年安定供給，機能性成分の活用に関する技術を開発 （農水産物海外販路拡大事業[再掲]） ５百万円 (一部新規)    ～ アジア諸国等をターゲットとして，広島県産農水産物等の輸出拡大等にチャレンジする法人や生産者団体の取組を支援 ・ 海外輸入業者の日本法人や輸出業者との意見交換会，セミナーの開催，個別相談等の実施 ・ 商談会等への参加に要する経費等の助成 など （かき小町（三倍体カキ）販売強化・増産対策事業[再掲]） ２９８百万円 (新規)   ～ 県内漁業者の収益性を向上させるため，市場での優位性がある『かき小町』(三倍体カキ)の増産を行うための種苗生産施設の増設，『かき小町』のブランド化に向けた販路拡大の取組を実施 ・ かき小町種苗施設整備 ・ 販売戦略協議会の設置，流通鮮度試験の実施 など 【戦略テーマ】船と航路とみなと賑わい （「瀬戸内海・ツーリズム」創出支援事業） ２５百万円（ ○21    0 ○22 25 ） ～ 瀬戸内地域の観光資源の魅力向上と観光客誘致を図るため，観光事業者と地域の連携による地域資源を活用した着地型観光メニューの開発や周遊型観光ルートの形成を支援 （海の道魅力向上創出事業【２月補正を含む】） ３３５百万円  (一部新規)    ～ 「瀬戸内 海の道構想」を強力に推進するため，瀬戸内海クルージングの促進及び臨海部における賑わい創出の取組を実施 ［瀬戸内海クルージングの促進］ ・ 市町等と連携した体験クルーズの実施 ・ ビジター桟橋の予約システムの開発 ［臨海部における賑わいの創出］ ・ 広島港（宇品地区）広島みなと公園をイベント空間として最大限活用するための給排水設備，給電設備の整備 ・ 尾道糸崎港（西御所地区）県営２号上屋へのサイクルエリア，食事エリア，イベントエリア等の整備【２月補正】 ・ 尾道糸崎港（西御所地区）県営２号上屋周辺への緑地等の整備   
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（厳島港整備事業） ２３７百万円(一部新規)    ～ 世界遺産「宮島」の集客・交流機能強化の向上に必要な港湾施設を整備 （新たな生活航路対策事業） ５２百万円 (新規)    ～ 県民の暮らしや経済活動を支える生活航路を将来にわたって安定的に維持・確保していくため，県として支援すべき航路について，適正な運航形態に基づく経費の一部を支援 ［対象航路］ ・ 「離島の暮らしの維持」に不可欠な航路（離島国庫補助の対象外の離島航路）：７航路 ・ 「架橋で結ばれた地域の経済活動の維持」に不可欠な時間短縮効果に優れた航路：６航路 【構想実現の仕組みづくり】 （高度観光人材育成強化事業[再掲]） １５百万円(一部新規)    ～ 旅行ニーズの多様化等に対応し，地域で観光を支える実践的なノウハウを有する人材を育成するため，経営戦略やマーケティング，地域学などの観光に関する人材育成セミナーを開催 【広報・誘致活動等】 （新インバウンド戦略事業） ４７百万円 (一部新規)    ～ 外国人観光客の誘致を促進するため，観光客のニーズを反映した海外でのプロモーションや取材ツアーの受入れなどを他県等と連携して実施 ・ 韓国や台湾をターゲットとしたサイクリングのブランド化を図るための旅行商品の販売促進，マスコミ・取材ツアーの招請 ・ 中国を始めとした東アジアやシンガポール等をターゲットとした旅行商品の販売促進，観光・物産フェア出展，海外ドラマロケの誘致 ・ アメリカやフランス等をターゲットとした旅行商品の販売促進，個人旅行者の周遊促進の取組 など （大型観光キャンペーン戦略事業） ４３百万円 (一部新規)   ～ 本県の持つ優れた観光資源を広く全国に紹介し，観光地としての「ひろしまブランド」の確立を図り，観光客の誘致拡大を図るため，「ひろしまブランド化キャンペーン」（仮称）や大河ドラマ「平清盛」を活用した観光振興の取組を実施 ［ひろしまブランド化キャンペーン（仮称）］ 実施時期：平成２３年度～平成２５年度  総事業費：３００百万円（予定） ・ ホームページなど各種媒体によるＰＲや交通事業者等との共同プロモーションなどによる広報宣伝 ・ 集客促進や滞在時間延長に向けた着地型観光メニューの商品化の支援 ・ 説明会，現地研修の実施など旅行会社向け販売促進の取組 など ［大河ドラマ「平清盛」を活用した観光振興］ 実施時期：平成２３年度～平成２４年度  総事業費：１００百万円（予定） ・ マスメディアやＰＲツール等を活用した広報宣伝 ・ 旅行関係業者説明会，マスコミ・取材ツアーの実施など旅行商品の造成支援 ・ ドラマ制作の支援や受入体制の整備 など （「海フェスタおのみち」支援事業） ３０百万円 (新規)   ～ 平成２３年７月に尾道市，福山市，三原市の３市域で開催される「海フェスタおのみち」を，「瀬戸内 海の道構想」を推進する全国イベントとして位置付けて支援 ・ 実施時期：平成２３年７月１６日（土）～３１日（日） ・ 実施場所：尾道市，福山市，三原市 
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○ 多言語観光ナビ・システム構築事業 ６０百万円(新規)    ～ 外国人観光客の周遊性を高めるため，スマートフォンを活用した多言語（英・中・韓・独・仏）対応観光ナビゲーションによる観光地情報等を提供 ○ 中国地方国際観光連携事業 ３百万円（ ○21    1 ○22 4 ） ～ 外国人観光客の誘致を促進するため，中国地方の官民が連携し，中国，韓国及び台湾の旅行業者等を対象とした視察ツアー・商談会を実施するとともに，外国人観光客に対する情報発信や受入体制整備を実施 ○ 中山間地域観光メニュー強化事業 ２０百万円 (新規)   ～ 中山間地域の「強み」を活かして魅力ある観光地とするため，市町と観光関連団体等が一体となって行う観光資源の開発などの効果的な取組を支援する（平成２４年度から２か年で総額１億円（予定）を補助）こととし，平成２３年度は，可能性調査や社会実験を通じて行う観光振興の計画策定に対して補助 ○ 広島ブランドショップ運営事業 ５７２百万円 (新規)    ～ 首都圏における広島のブランド価値の向上と広島ファンの増加を図るため，東京に「広島ブランドショップ」を開設 ○ 全国菓子大博覧会・広島開催支援事業 １０百万円（新規）    ～ 菓子産業等の振興と県のイメージアップを図るため，平成２５年度の「全国菓子大博覧会・広島」開催を支援 ○ 広島空港アクセス対策事業【２月補正】 １００百万円 (新規)    ～ 広島空港のアクセスの利便性向上を図るため，アクセス等情報システムを整備 ・ リムジンバス運行情報やフライト情報に加え，緊急時に必要な代替輸送機関の情報や，渋滞予測等，アクセスに関する幅広い情報をリアルタイムに提供 ・ モニターの増設（４箇所⇒１０箇所程度）と広島市内デジタルサイネージ（電子看板）との連動 
 

■■■■    県内投資県内投資県内投資県内投資のののの拡大拡大拡大拡大・・・・促進促進促進促進（（（（22222222億億億億21212121百万円百万円百万円百万円））））    ○ 企業立地促進対策事業 ２，１４０百万円 ( ○21 4,967 ○22 2,719 ) ～ 雇用機会や税収の確保，県営産業団地の早期分譲及び県内既存企業の活性化を図るため，平成２３年４月から，企業立地促進助成制度を拡充（設備助成及び土地取得助成の総額で最大５０億円を助成など）し，新規企業誘致や県内立地企業の設備投資を促進 ○ 預託制度運用費 融資枠[７１，０００百万円] ( ○21 77,700 ○22 77,900 ) ～ 中小企業者の設備投資等に必要な資金調達の円滑化を図るため，預託融資制度の運用による長期・低利の資金供給を実施 ○ 臨空オフィス地区利活用事業 １０百万円 (新規)   ～ 広島空港周辺地域の活性化と賑わい創出のため，臨空オフィス地区の事業者ニーズ調査を行い，当該地区の事業者による利活用を実現     
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■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（125125125125億億億億73737373百万円百万円百万円百万円））））    債務[１０,５４９百万円] ( ○21 16,843 ○22 12,010 ) ○ 広島高速道路公社出資金・貸付金 １,８２５百万円 ( ○21 5,075 ○22 3,700 ) ～ 広島市と共同で設立した広島高速道路公社が施行する指定都市高速道路整備事業（広島高速道路）に係る県負担分の出資等 ○ 本州四国連絡橋建設関連費 ５,２９８百万円 ( ○21 5,298 ○22 5,298 ) ～ 本州四国連絡道路の通行料金の安定等のため，独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に対して，国及び関係９府県市とともに出資 ○ 市街地再開発事業補助金 ７６百万円 ( ○21 221 ○22 324 ) ～ 市街地再開発事業を促進するために事業者を支援する市町に対する補助 ○ 中国横断自動車道尾道松江線 ５,３７５百万円 ( ○21 6,500 ○22 5,078 ) ～ 国が施行する中国横断自動車道尾道松江線整備事業に係る県負担金 
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        「「「「「「「「安安安安安安安安心心心心心心心心なななななななな暮暮暮暮暮暮暮暮ららららららららししししししししづづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へへへへのののの挑戦挑戦挑戦挑戦                【【【【304304304304億億億億66669999百万円百万円百万円百万円（（（（2222月補正含月補正含月補正含月補正含むむむむ））））】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】 安心確保に向けた取組 （304億69百万円） 

■■■■    地域医療再生計画地域医療再生計画地域医療再生計画地域医療再生計画などなどなどなど地域医療体制地域医療体制地域医療体制地域医療体制のののの確保確保確保確保にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組（（（（31313131億億億億36363636百万円百万円百万円百万円））））    ○ 地域医療体制確保事業 １，６０３百万円 (一部新規)    ～ 救急医療や地域の医師確保など，地域が抱える医療課題の解決を図るため，「地域医療再生計画」に基づく事業や医療提供体制の強化に資する事業を実施 （ドクターヘリの導入検討事業） １７百万円 (新規)    ～ 事故・災害発生時に救命医療行為を迅速に開始することで救命率の向上や後遺症の軽減を図るため，ドクターヘリ専用機の平成２５年度の導入に向けて，必要な調査等を実施 （救急医療コントロール機能運営事業） ２７４百万円 (一部新規)    ～ 広島都市圏における救急患者の受入交渉回数４回以上の受入困難事案の解消を図るため，救急隊が医療機関に受入要請を行い，不調に終わった救急患者を一旦「広島市立広島市民病院」が受け入れて処置を行う体制を整備 ・ 救急外来診察室の増築や血液分析システムなど，救急医療コントロール機能の整備 ・ 救急医療コントロール機能病院及び支援医療機関の運営費補助 など （看護職員のバックアップ事業[再掲]） ２０９百万円 (一部新規)    ～ 看護職員不足の解消を図るため，看護師等の養成機能の充実・強化，離職防止・再就業の促進，資質向上のための支援を実施 ・ 県内の看護系大学への県内医療機関就業情報の提供 ・ 県内看護師等養成所専任教員の養成能力の向上に向けた研修，公開モデル授業の実施 ・ 院内保育所の施設整備，運営に対する支援，就業環境改善に関する相談窓口の設置 ・ 未就業有資格者に対する看護技術の実践研修の実施等      

○ すべての県民が安心して医療を受けられるよう，地域医療再生計画など，質が高く効率的

な地域医療提供体制の確保に向けた取組を進めるとともに，次代を担う子どもたちが健やか

に生まれ育つように，「子育てするなら広島県で！」と選ばれる環境づくりに取り組む。 

○ 県民・事業者など各主体の自主的な取組や連携・協働の取組を促進し，環境と経済の好循

環を図りながら，環境への負荷の少ない持続可能な社会の構築に向け取り組む。 

○ 大規模化・多様化する災害等から県民の生命・身体・財産を守るため，自助・共助・公助

の役割分担と連携による防災協働社会づくりに取り組む。 
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 （救急医療・周産期医療の体制整備等） １，１０３百万円 (一部新規)    ・ 福山・府中地域救急支援診療所（仮称）の設置，厚生連廣島総合病院の地域救命救急センター運営支援，受入困難な救急患者を確実に受け入れるための空床確保支援【救急医療体制の整備】 ・ 分娩施設と健診施設の役割分担の検討【周産期医療体制の充実強化】 ・ 公立世羅中央病院とくい病院の機能再編，「へき地医療拠点病院」の連携強化と追加指定，民間「へき地診療所」の新規指定【中山間地域における医療連携機能の強化】 ・ 広島大学医学部寄附講座の運営支援，広島大学医学部ふるさと枠・岡山大学医学部地域枠の設置【医師確保対策】 ・ 第６次保健医療計画策定に向けた医療機能調査の実施 など ○ 広島県地域医療推進機構（仮称）運営事業 １４５百万円 (一部新規)    ～ 県内の地域医療を確保するため，県，市町，広島大学，広島県医師会等が参画する「広島県地域医療推進機構（仮称）」を設立し，医師確保対策，人材育成等を総合的かつ機動的に実施 ・ 医師の派遣調整，医師の勤務する医療機関の斡旋・調整 ・ 研修システムの開発・実施などの人材育成 ・ 女性医師のための相談窓口の設置などの定着促進 ・ 県民や県内外の医療従事者に対する広報などの情報発信 ○ 産科・救急医確保支援事業 ２４８百万円 ( ○21   421 ○22   267 ) ～ 過酷な勤務環境にある産科や救急勤務医等の処遇改善を図るため，医療機関が支給する手当の一部を助成 ○ 東部地域療育体制整備事業 ２４百万円 (新規)    ～ 県東部の重度心身障害児（者）の施設入所ニーズや発達障害児（者）に対する支援ニーズに対応するため，県立福山若草園の施設整備に向けた基本設計を実施  ［整備概要］平成２７年度供用開始（予定） ・ 入所定員の増加（４４床 ⇒ ６０床） ・ 重度心身障害児（者）通園療育の拡充（定員５人 ⇒１５人），総合相談窓口，児童デイサービス（定員１０人）の設置 など ○ 県立リハビリテーションセンター整備事業 ２９６百万円 ( ○21   50 ○22   27 ) ～ 県立障害者リハビリテーションセンターについて，高度な障害者医療を担う中核拠点病院機能，高次脳機能障害や脊髄損傷など新たな医療ニーズに対応する機能を強化するため，その根幹施設である医療センターの施設整備を実施 ［整備概要］平成２３年度～平成２６年度（全５期工事）総工事費：５７億円（予定） ・ 手術室の拡張（３室 ⇒ ５室），病床の増床（１２０床 ⇒ １６０床） ・ 高次脳機能センターの再編，耐震補強 など 債務[３０５百万円]       ○ 県立広島病院救命救急センター機能強化事業（病院事業会計）１２０百万円 ( ○21 0 ○22 61 ) ～ 救命救急センターの患者数増加や，今後，増加が見込まれる脳・心臓（循環器系）疾患の救急患者の受入れに対応するための救急外来スペースの拡張及び血管撮影装置の増設整備 ○ 地域総合整備資金貸付事業 ７００百万円 (新規)    ～ 地域医療体制の確保・強化を図るため，救急医療や災害医療等の政策医療部門の機能を強化する者に対して，地域総合整備資金の貸付けを実施 
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■■■■    「「「「がんがんがんがん対策日本一対策日本一対策日本一対策日本一」」」」のののの実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組（（（（13131313億億億億32323232百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「がん対策日本一」推進事業 ６１百万円 (一部新規)    ～ がんによる死亡者を減少させるため，「がん対策推進計画」及び「アクションプラン」に基づき，がん対策の６つの柱（がん予防，がん検診，がん医療，緩和ケア，情報提供・相談支援，がん登録）を総合的に推進 ・ 「がん検診へ行こうよ」推進会議による重点イベントの開催や個別受診勧奨の推進によるがん検診受診率向上対策の実施 ・ 肺がん対策など，原因が明確ながんへの効果的な予防対策の推進 ・ がん登録のデータの蓄積を活用したがん対策の検証と施策の推進 ○ 高精度放射線治療センター（仮称）整備事業 １，１５９百万円 (一部新規)    ～ 現在の医療供給体制では対応が難しい，より高度で効果的な放射線治療を提供するため，先端的ながん医療を行う「高精度放射線治療センター（仮称）」の整備に向け，用地取得及び施設の基本設計等を実施  [整備概要]ＪＲ広島駅北側「二葉の里地区」平成２６年度運営開始（予定） ・ リニアック治療室（高精度リニアック３台），診察室，検査室（ＣＴ装置，ＭＲＩ装置等），患者待合スペース等 ・ 強度変調放射線治療などの高精度放射線治療を外来診療で実施 など ○ がん診療連携拠点病院機能強化事業 １１２百万円 ( ○21 91 ○22 112 ) ～ 専門的ながん医療の提供やがん患者等に対する相談支援などを行う「がん診療連携拠点病院」（国指定）の運営を支援 
 

■■■■    地球温暖化防止地域計画地球温暖化防止地域計画地球温暖化防止地域計画地球温暖化防止地域計画のののの推進推進推進推進にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組（（（（10101010億億億億43434343百万円百万円百万円百万円））））    ○ エコ活動ステップアップ事業 １０百万円 (新規)    ～ 学校，家庭，事業者等による二酸化炭素排出量削減のため，省エネ活動の理解及び実践行動の拡大を促進 ・ 学校における電力監視装置（省エネナビ）を活用した環境学習の取組を支援し，家庭，地域，他の学校での取組を促進 ・ 「ひろしま環境の日」に賛同した事業者，学校，ＮＰＯ等でのエコ活動を実践する取組を拡大 ○ 事業者による自主的取組の促進・強化 １百万円 (新規)    ～ 事業者における自主的な取組を促進し，産業，民生（業務），運輸の各部門における二酸化炭素排出量削減や大気汚染防止を図るため，「広島県生活環境の保全等に関する条例」の改正を検討 ○ 広島県グリーンニューディール基金事業 ６２０百万円 ( ○21 0 ○22 719 ) ～ 住宅用太陽光発電等の導入の支援や公共施設への太陽光発電システム，ＬＥＤ照明等の整備を促進 ○ 産業廃棄物排出抑制・リサイクル施設整備費助成事業[再掲]４０１百万円 ( ○21 401 ○22 401 ) ～ 資源循環型社会への転換を進める上で，効果が大きいと認められる産業廃棄物の排出抑制・リサイクル施設の整備を支援 ○ 産業廃棄物埋立税検証懇話会 ５百万円（新規）    ～ 産業廃棄物埋立税の課税期間が平成２５年３月となっているため，産業廃棄物埋立税の導入効果と今後の産業廃棄物埋立税のあり方を検証 ○ 生物多様性保全推進事業 ６百万円 ( ○21 0 ○22 5 ) ～ 生物多様性の保全を図るため，生物多様性地域戦略の策定について検討するとともに，特定外来生物対策や，八幡湿原自然再生事業の影響調査を実施 
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■■■■    暮暮暮暮らしをらしをらしをらしを守守守守るためのるためのるためのるための新新新新たなたなたなたな防災対策防災対策防災対策防災対策（（（（32323232億億億億18181818百万円百万円百万円百万円））））    ○ 業務継続力向上対策事業 ６７百万円 (新規)    ～ 大規模地震発生時においても県の機能を維持するため，非常時優先業務（応急対策・災害復旧業務，対応が遅れると県民の生命・財産・身体に重大な損失・影響を与える業務）の遂行に必要な対策を実施 ・ 防災行政無線，電話，情報システム，執務室の確保（農林庁舎の耐震化に係る基本・実施設計等） ・ 非常用電力，執務室の代替スペースの確保（非常用電源の基本設計，実施設計等） ○ 防災ヘリコプター更新事業 １,９６６百万円 (新規)    ～ 県内全域を対象に，機動力を活かした消火，救助，救急及び災害情報収集等の活動を実施するため，平成８年度に運航を開始した防災ヘリコプターを更新し，災害時の現地情報をリアルタイムで把握するテレビ伝送システムを導入 ○ 新防災情報システム構築運営事業 １３百万円 ( ○21 83 ○22 68 ) ～ 災害に対し，より迅速かつ適切な対応や被害の抑制を図るため，雨量観測データの拡充や，地デジを活用した県民への情報提供を可能とするなど，広島県防災情報システムを一新し，機能を強化 ○ 自主防災組織育成強化事業 ４百万円 (一部新規)    ～ 地域防災力を強化するため，自主防災組織活動の核となる「ひろしま防災リーダー」を養成するなど，自主防災組織の設立や活動の活性化を促進 ○ 家族から広がる防災意識醸成事業 ２百万円 ( ○21 8 ○22 1 ) ～ 日常から災害に備え，自ら身を守る「自助」の意識を高めるため，家族を対象とした普及啓発を実施 ○ 私立学校耐震化緊急促進事業【２月補正】 ５０百万円 ( ○21 50 ○22 － ) ～ 学校法人が実施する私立小・中学校施設の耐震補強工事に要する経費の一部を助成 ○ 土砂災害等に対する警戒避難支援事業 １１百万円 (新規)    ～ 「ゲリラ豪雨」に対応できる迅速な警戒避難体制を整備するため，ピンポイントの雨量を把握できる新しい気象レーダ情報の取り込みや，１０分雨量のメール通知機能を追加するなど，県の防災Webの機能を強化 ○ 放置艇対策事業 １９百万円 (一部新規)    ～ 広島湾地域，福山港地域等の公有水面に係留されているプレジャーボート等の放置艇に対する規制強化を図り，災害時の放置艇流出被害の防止及び公有水面利用の適正化を促進 ○ 県営水道送水ルート強化整備事業（企業会計） １,０８６百万円 ( ○21 110 ○22 712 ) ～ 災害・事故等に強い供給体制を構築するため，「広島県営水道の送水のあり方基本計画」に基づき，緊急時連絡管等を整備  
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（217217217217億億億億40404040百万円百万円百万円百万円））））    ○ 歯科医療安全管理体制推進特別事業 ２百万円 (新規)    ～ 安全で安心な歯科医療を提供するため，医療関係者等で構成する会議での検討などを踏まえ，安全管理に係る手引書の作成や研修会を実施 ○ 妊婦健康診査支援事業 ６９８百万円 ( ○21 846 ○22 693 ) ～ 妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減のため，妊婦健康診査支援基金を活用し，妊婦健康診査の公費助成を実施する市町を支援 
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○ 子宮頸がん等ワクチン接種助成事業 １，６９８百万円 (新規)    ～ 子宮頸がんや細菌性髄膜炎等の予防を図るため，子宮頸がん，ヘモフィルス・インフルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）等のワクチン接種に対し，公費助成を実施する市町を支援 ○ きめ細かな子育て相談機能強化事業     ７８９百万円    ～ 子育てに対する不安や孤立感等を軽減するため，民間保育所に子育て支援補助員を配置し，相談支援機能等を強化 ○ 子育て・高齢者等あんしん住宅リフォーム普及促進事業 ３０百万円 (新規)    ～ 子ども，高齢者，障害者の住居内での負担軽減と事故防止など，生活環境の向上を目的として，住宅リフォームに要する費用の一部を助成 ○ 福祉医療費公費負担事業 ６，６３４百万円 ( ○21 6,232 ○22 6,380 ) ～ 県民の健康の保持及び生活の安定を図るため，乳幼児医療費，ひとり親家庭等医療費及び重度心身障害児（者）医療費を負担する市町に対し助成 ○ 児童虐待防止特別強化事業[再掲] ２２８百万円 (新規)    ～ 児童虐待防止対策を強化するため，児童虐待防止支援員の配置や市町が行う児童虐待防止事業を支援 など ○ 児童家庭支援センター運営費[再掲] １３百万円 (新規)    ～ 子どもに対する相談・支援体制を強化するため，市町では対応が難しい家庭等からの子どもに関する相談や，専門的な知識・技術を必要とする事案について，技術的助言・援助を行う児童家庭支援センターの運営を支援 ○ 児童養護施設等環境整備事業【２月補正】 １１２百万円 (新規)    ～ 児童養護施設等の入所者の安全確保等を図るため，社会福祉法人の施設の環境整備を支援 ○ 児童養護施設等における食育推進支援事業【２月補正】 ３百万円 (新規)    ～ 児童養護施設入所児童等の食育推進のため，施設における食育計画作成等を支援 ○ 配偶者からの暴力被害者対策強化事業【２月補正】 ８５百万円 (新規)    ～ 配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者の自立支援対策の充実・強化を図るため，民間団体が実施する保護・支援活動を支援 ○ パーキング・パーミット制度運営事業【２月補正】 ６百万円 (新規)    ～ 身体の障害等で歩行が困難な人が駐車場を快適に利用できるようにするため，公共施設等の専用駐車場区画の確保や利用（者）証の交付などを実施 ○ 自殺予防対策推進事業 １２４百万円 ( ○21 7 ○22 78 ) ～ 広島県自殺対策推進計画の施策体系に沿って，地域の実情を踏まえた相談体制の整備，早期対応のための人材養成及び普及啓発などの取組を行うとともに，自殺対策に取り組む市町を支援 ○ 福祉・介護人材雇用養成事業[再掲] ３６１百万円 ( ○21 0 ○22 308 ) ～ 介護業務に従事しながらの資格取得の支援や，介護職員の研修受講の際の代替職員派遣により，福祉，介護分野の人材を育成 ○ 福祉・介護人材確保事業[再掲] １９６百万円 ( ○21 131 ○22 215 ) ～ 無料職業紹介や就職面接会の開催，キャリア支援専門員による出張相談や職場体験の場を提供  
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○ 介護職員処遇改善交付金事業 ４,１０８百万円 ( ○21 0 ○22 4,319 ) ～ 介護職員の処遇改善に取り組む事業者に，事業形態に応じて交付金を交付 ○ 介護基盤緊急整備等事業 ３,５０７百万円 ( ○21 0 ○22 2,295 ) ～ 介護施設整備等の促進を図り，介護施設入所者の安全・安心を確保するとともに，地域における支え合い体制を整備するため，小規模介護施設の整備及び既存施設へのスプリンクラーの設置に要する経費などを助成 ○ 介護施設開設準備等事業 ８５４百万円 ( ○21 0 ○22 637 ) ～ 介護施設が開設時に安定した質の高いサービスを提供できるよう，体制整備等に要する経費を助成 ○ 消費者行政活性化事業 １３３百万円 ( ○21 120 ○22 229 ) ～ 消費生活業務の複雑化，高度化に対応するため，相談窓口の機能強化，事業者指導の強化，消費者への普及啓発及び市町の消費者行政の活性化を促進 ○ ＷＥＢ公開型犯罪情報システム整備事業 １２百万円 (新規)  ～ 県民の自主防犯行動を促進するため，詳細な犯罪発生マップを提供するシステムを構築し，県民の身近な場所の犯罪発生状況について，広島県警メールマガジンなどを活用して，タイムリーかつ正確な情報を提供 債務[１,２２７百万円]       ○ （仮称）佐伯警察署整備事業 １２９百万円 ( ○21 4 ○22 16 ) ～ 広島市佐伯区に新設を予定している(仮称)佐伯警察署の造成工事及び庁舎建設工事等を実施 ○ 交番・駐在所整備事業 ５０百万円 ( ○21 37 ○22 22 ) ～ 老朽化の著しい４交番・駐在所（三原警察署久井駐在所，広島中央警察署十日市交番，安芸高田警察署北駐在所，東広島警察署西志和駐在所）の建替整備を実施 ○ 総合通信指令室整備事業 ５１百万円 (新規)   ～ 県民の１１０番通報に対して迅速・的確に対応し，各種犯罪の検挙対策を強化するため，老朽化した通信指令システムを一新し，現場特定機能の高度化など，機能を強化 ○ 交通安全施設整備費 １,８８６百万円 ( ○21 2,041 ○22 1,941 ) ～ 安全かつ快適な交通環境を確保し，交通の円滑化及び交通事故防止のため，信号機等の交通安全施設を整備 ○ 犯罪被害者等の相談窓口等普及啓発事業【２月補正】 ２２百万円 (新規)   ～ 犯罪被害者に対する支援として，民間団体（公安委員会指定団体）が開設する相談窓口を周知するための広報活動を実施 ○ 水道事業「公公民」連携推進事業（企業会計） １２百万円 (新規)    ～ 県営水道（公）と市町水道（公）の連携によるスケールメリットや民間（民）の経営ノウハウを生かした経営形態等の再構築と収益向上に向けた新たな取組などについて，公公民で調査・検討を実施   
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        「「「「「「「「豊豊豊豊豊豊豊豊かかかかかかかかなななななななな地地地地地地地地域域域域域域域域づづづづづづづづくくくくくくくくりりりりりりりり」」」」」」」」    へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦                        【【【【88888888億億億億10101010百万円百万円百万円百万円（（（（2222月補正含月補正含月補正含月補正含むむむむ））））】】】】    

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】 地域全体での新たな活力を創出 （88億10百万円） 

■■■■    地域地域地域地域のののの強強強強みをみをみをみを生生生生かしてかしてかしてかして地域全体地域全体地域全体地域全体でででで新新新新たなたなたなたな活力活力活力活力をををを創出創出創出創出（（（（62626262億億億億11118888百万円百万円百万円百万円））））    ○ 「瀬戸内 海の道構想」関連事業等［再掲］      
 ⇒ Ｐ２２ を参照 
 ○ 過疎地域の未来創造支援事業 ６６百万円 ( ○21 0 ○22 10 ) ～ 魅力ある中山間地域の形成に向け，産業対策を基本とした総合的な取組を行う全域過疎市町を支援 ［支援対象］ ・ 庄原市 道の駅を玄関口とした高野地域ブランドの振興 （事業費：７４,５００千円，うち平成２３年度：２１,０００千円） ・ 世羅町 就農希望者が自立した農業経営者として定住できる仕組みづくり （事業費：７６,６５０千円，うち平成２３年度：４４,７００千円） ○ ＮＰＯ等自立促進事業[再掲] ６０百万円 (新規)   ～ 経営力のある自立したＮＰＯ等を増加させるため，多様な主体が協働して地域課題の解決に取り組むモデル事業等を実施するとともに，「ひろしまＮＰＯ大賞（仮称）」の創設によるＮＰＯ法人への社会的信用向上などの取組を実施 ○ 放射線被曝者医療国際協力推進事業 １８百万円 (一部新規)   ～ 広島が蓄積している原爆被爆者治療の実績と放射線障害に関する調査研究の成果を活かし，国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との協働を契機として，医師等の派遣・受入を行うなど，放射線被曝者医療国際協力推進協議会（ＨＩＣＡＲＥ）の活動を充実・強化 ○ 広島ブランドショップ運営事業[再掲] ５７２百万円 (新規)    ～ 首都圏における広島のブランド価値の向上と広島ファンの増加を図るため，東京に「広島ブランドショップ」を開設 ○ 全国菓子大博覧会・広島開催支援事業[再掲] １０百万円（新規）    ～ 菓子産業等の振興と県のイメージアップを図るため，平成２５年度の「全国菓子大博覧会・広島」開催を支援    

○  それぞれの地域が有する豊かな資源の有効活用など，地域自らの活力創出に向けた主体的

な取組を積極的に後押しするための事業に取り組む。 

○ 被爆と復興の経験等を更に発展させ，国際平和の実現に向け積極的に貢献するため，「国際

平和拠点ひろしま構想」の策定などに取り組む。 
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○ 新たな生活航路対策事業[再掲] ５２百万円 (新規)    ～ 県民の暮らしや経済活動を支える生活航路を，将来にわたって安定的に維持・確保していくため，県として支援すべき航路について，適正な運航形態に基づく経費の一部を支援 ［対象航路］ ・ 「離島の暮らしの維持」に不可欠な航路（離島国庫補助の対象外の離島航路）：７航路 ・ 「架橋で結ばれた地域の経済活動の維持」に不可欠な時間短縮効果に優れた航路：６航路 ○ 市町生活交通支援事業 １６７百万円 ( ○21 200 ○22 192 ) ～ 住民の日常生活に不可欠なバス路線等を効率的・効果的に維持・確保するため，総合的な交通体系の再編に向けた市町の取組を支援 ○ 集落法人設立加速化支援事業[再掲] ７０百万円 ( ○21 288 ○22 202 ) ～ 将来にわたって地域農業を担うことのできる集落法人の設立を加速化させるため，集落法人設立時の初期負担を軽減  ≪成果目標≫ ・ 集落法人設立数 １７５法人［平成２１年度］ ⇒ ３００法人 [平成２７年度] ○ 農業参入企業支援事業[再掲] ６０百万円 (一部新規)    ○ 農業参入企業支援資金利子補給事業[再掲] ２百万円 (新規)［融資枠３００百万円］～ 農業への企業参入を促進するため，新規参入や規模拡大に必要な機械施設等の整備に係る経費に対する助成や，経営安定化のための運転資金に対する金融支援を実施 ○ 担い手経営強化モデル事業[再掲] ６３百万円 (新規)    ～ 地域の核となる経営力の高い担い手を育成 ・ 経営発展型集落法人モデル（販売額８０百万円以上）の確立に向けた機械・施設や，販売力強化の取組等への支援 ・ 複数の集落法人等の連携による業務用・加工用野菜等の栽培に向けた機械・施設等への支援 ○ 農作物鳥獣被害対策事業【２月補正】 １００百万円 (一部新規)    ～ 農作物の鳥獣被害軽減と農業者の生産意欲の向上を図るため，地域における被害防止体制の強化や捕獲技術の向上のための取組を支援 ・ 市町の鳥獣被害対策実施隊の設置の促進（３市町⇒全２３市町） ・ 市町域を超えて広域に被害防止対策を行う体制の構築 ・ 鳥獣被害対策実施隊員の確保と捕獲技術の向上を図るための各種研修の実施 ○ 鳥獣被害防止総合対策交付金事業 ２６７百万円 (一部新規)    ～ 野生鳥獣被害を未然に防止するため，市町が作成する市町鳥獣被害防止計画に基づき，市町，関係団体，猟友会など地域で構成する市町協議会を実施主体とする鳥獣被害防止対策の取組を総合的に支援 ・ 捕獲による個体数調整，侵入防止柵の設置による被害防除，緩衝帯の設置による生息環境管理 など ○ ひろしま地産地消推進事業[再掲] ５百万円 (一部新規)    ～ 消費者の県産農産物等に対する理解促進と消費拡大を図るため，「親子地産地消体験ツアー」や各種媒体等を活用したＰＲを実施 ○ かき小町（三倍体カキ）販売強化・増産対策事業[再掲] ２９８百万円 (新規)   ～ 県内漁業者の収益性を向上させるため，市場での優位性がある『かき小町』(三倍体カキ)の増産を行うための種苗生産施設の増設，『かき小町』のブランド化に向けた販路拡大の取組を実施 ・ かき小町種苗施設整備 ・ 販売戦略協議会の設置，流通鮮度試験の実施 など 
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○ キジハタ栽培漁業推進事業[再掲] ６百万円 (新規)    ～ 漁業者ニーズがあり，放流効果の高い地先定着型魚種キジハタの栽培漁業を推進するため，国や瀬戸内各県と連携した種苗量産化の取組や国機関との共同研究を実施 ○ 森林整備加速化・林業再生基金事業[再掲] １,１９４百万円 (一部新規)    ～ 間伐等の森林整備の加速化と，間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業の再生に向けた取組を実施 ・ 間伐，路網整備，里山再生対策，森林境界の明確化，高性能林業機械等の導入に対する支援 ・ 木材加工・流通施設整備，流通経費，間伐材を利用した製品開発に対する支援 ・ バイオマス利用に向けた発電用ボイラーの改良，燃料用間伐材の買取経費に対する支援 など ○ ひろしまの森づくり事業[再掲] ８４４百万円 ( ○21 857 ○22 852 ) ～ 県民全体が享受している県土の保全や水源のかん養など森林の有する公益的機能を持続的に発揮させるため，県民全体で森林を守り育てる事業を実施 ・ 放置された人工林のうち，緊急的対応を必要とする森林の間伐・作業路の整備 ・ 里山林等のうち，土砂災害防止，生物多様性の保全等を必要とする森林の整備 ・ 県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成 など ○ 中山間地域等直接支払事業 ２,１１２百万円 ( ○21 2,001 ○22 2,140 ) ～ 中山間地域における適正な農業生産活動の維持を通じ，農地の公益的機能の維持発揮を図るため，中山間地域の持つ農業生産条件の不利性を直接補正 ○ 「山・海・島」体験活動推進事業[再掲] １７百万円 ( ○21 0 ○22 28 ) ～ 豊かな心の育成を図るため，県内の小学校３５校程度で，広島県の豊かな自然環境を生かした集団宿泊体験活動を実施 ○ 国際平和拠点ひろしま構想策定事業 ３４百万円 (新規)   ～ 人類初の原爆による破壊から復興した県として，平和な国際社会実現に向けた拠点となるための「国際平和拠点ひろしま構想」を策定し，広島の持つ「強み」を活かした平和への取組を推進 ○ 「ひろしま平和発信コンサート構想（仮称）」策定事業[再掲] １３百万円 (新規)   ～ 世界へ平和のメッセージを発信し，ＮＧＯ等による国際平和貢献活動の支援につなげていくための世界規模のコンサート事業構想を策定 ○ 平和貢献推進事業 ３百万円 ( ○21 3 ○22 3 ) ～ 国際平和貢献活動を推進するため，国際協力機構（ＪＩＣＡ）や県内ＮＧＯ等と連携し，カンボジアでの復興支援活動を実施 ○ ユニタール広島事務所支援事業 ８３百万円 ( ○21 95 ○22 91 ) ～ 平和に関する拠点機能を充実するため，ユニタール（国連訓練調査研究所）広島事務所が実施する平和貢献のための人材育成などを支援 ○ 多文化共生の地域づくり支援事業 ２５百万円 ( ○21 16 ○22 14 ) ～ 外国籍県民が社会に参加し活躍できる環境づくりを推進するため，多言語による情報提供や外国人相談窓口，日本語学習支援体制の充実を支援 
■■■■    そのそのそのその他他他他のののの主要事業主要事業主要事業主要事業（（（（25252525億億億億92929292百万円百万円百万円百万円））））    ○ 地上デジタル放送対策事業 １１４百万円 ( ○21 0 ○22 74 ) ～ 平成２３年７月の地上デジタル放送への完全移行に当たり，新たな難視地区の解消を図るための共聴施設の新設を支援 
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○ 市町情報システム共同利用化促進モデル事業【２月補正】 １０百万円 (新規)    ～ 市町による情報システムの共同調達・共同利用を支援するため，業務分析，技術的検証等を実施 ○ 移譲事務交付金 １,３２３百万円 ( ○21 1,318 ○22 1,319 ) ～ 県から市町へ移譲する事務に必要な費用について，県で実施する場合の経費を基に算定した交付金を措置 ○ 公共事業移譲交付金〔公共事業〕 １,１４５百万円 ( ○21 1,142 ○22 1,238 ) ～ 道路等の改築及び維持修繕に係る事務移譲について，対象となる事業費を交付金として措置（１２市９町）   
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        「「「「「「「「行行行行行行行行政政政政政政政政刷刷刷刷刷刷刷刷新新新新新新新新」」」」」」」」                                                                                                                                                【【【【3333億億億億63636363百万円百万円百万円百万円】】】】     
 

 

 

 ○ ひろしま未来チャレンジビジョン推進事業 １１百万円 (新規)    ～ 「ひろしま未来チャレンジビジョン」を着実に推進するため，広く県民への普及を図り，県民主体で取り組む機運づくりを進めるとともに，目標の達成状況について県民起点で点検評価を実施 ○ 広報費 ２８２百万円 (一部新規)    ～ 県政情報や本県の魅力等の県内外への発信を強化するとともに，知事が県民と直接意見交換する県政知事懇談，県民の意識や要望を把握する県政世論調査などを実施 ○ 人材マネジメント強化事業 ２７百万円 (新規)    ～ 職員個人が目標を設定し，目標の達成に向けたコミュニケーションを通じて，職員個人や組織の育成を図るため，平成２３年４月から目標管理・評価システムを導入することに伴い，そのシステムの理解の促進と評価能力向上に資する研修を実施 ○ 施策推進のための事業レビュー ６百万円( ○21 0 ○22 8 ) ～ 「ひろしま未来チャレンジビジョン」に掲げた施策の目標の達成に向けて，県計画の策定に参画した有識者，県民等を委員として，公開の場において外部の客観的な視点で事業を点検 ○ 広島県経済財政会議運営費 ４百万円( ○21 0 ○22 5 ) ～ 主要施策の推進等について，外部の有識者からの意見・提言を受け，県政運営に反映させるため，「広島県経済財政会議」を運営 ○ 電子納付システム整備事業 ３４百万円( ○21 0 ○22 8 ) ～ 県民の納税に際しての利便性の向上を図るため，インターネット等を利用した電子納付の導入やコンビニ納付の拡大に向けて，必要なシステム環境を整備（平成２４年度導入）   

○ ４つの政策分野を支える財政運営，行政運営両面での連携した基盤づくりに取り組む。 

○ 行政運営の透明性の確保と情報発信の強化に取り組む。 
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４４  緊緊急急経経済済・・雇雇用用対対策策のの概概要要  

 

 緊急経済・雇用対策の規模  （H22年度2月補正との合計） 
         

 

     総額 ６８７億3,412万円（うち融資枠２０２億円） 

 

 

 平成２３年度当初予算 ５９１億１,７７４万円(うち融資枠202億円) 

                     （H22 611億9,243万円） 
 

１ 雇用対策 １４４億9,981万円 [うち融資枠10億円] 

（H22 129億8,925万円） [うち融資枠30億円] ・福祉・介護職場の人材確保の支援  ・緊急雇用対策基金等による雇用創出 ““““新規雇用者数新規雇用者数新規雇用者数新規雇用者数 3,671 3,671 3,671 3,671人人人人””””  ・離転職者委託訓練等 ““““過去最大過去最大過去最大過去最大のののの訓練定員訓練定員訓練定員訓練定員 3,490 3,490 3,490 3,490人人人人””””    など 
 

２ 地域経済活性化対策 ２０５億3,725万円 [うち融資枠192億円] 

 （H22 220億3,890万円） [うち融資枠210億円] ・設備資金の貸出利率の引下げ，融資期間の延長 ・県内製品・県産品の消費拡大 など 
 

３ 地域生活基盤の整備 １１６億5,070万円  

 （H22 162億3,946万円）  ・県立学校の整備 ・医療施設，社会福祉施設等の整備促進 ・グリーンニューディール（住宅用太陽光発電導入支援等）の推進  など 
 

４ 暮らしの安心緊急確保対策 １２４億2,998万円  

 （H22 99億2,482万円）  ・介護基盤の整備促進 ・障害者の自立支援 ・高校生等の修学支援 など 
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平成平成平成平成２３２３２３２３年度年度年度年度    緊急経済緊急経済緊急経済緊急経済・・・・雇用対雇用対雇用対雇用対策策策策    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①雇用相談・情報の提供  853,078千円（H22：1,367,572千円） 

１ 就職説明会の開催【15,678千円】 

・就職説明会等を開催し，学生や離職者等の就業を支援 

 

２ 福祉・介護職場の人材確保の支援【195,512千円】 

・無料職業紹介や就職面接会の開催，キャリア支援専門員による出張相談や職場体験の場を提供 

 

３ 農林水産業への就業を支援【5,089千円】 

・「ひろしまジョブプラザ」で就業相談に応じるなど，農林水産業への就業を支援 

 

４ 高校生の就業を支援【76,722千円】 

・県立学校にジョブサポートティーチャー（12人）に加え，就職支援専門員（13人）等を

配置 

・私立高等学校に私立高等学校就職支援専門員（6人）を配置 

 

５ 女性の就業を支援【15,000千円】 

・「ひろしまジョブプラザ」に女性の就職を総合的に支援するワンストップ窓口を設置 

 

６ 離職者に対する住宅費の支給【286,031千円】 

・離職者の就職活動を支援するため，アパート等の家賃相当の住宅費を給付 

 

７ 相談・情報提供の実施【36,767千円】 

・若者からシニアまで全世代の就業等の相談窓口である「ひろしまジョブプラザ」の運営 

・各種機関の雇用労働情報を｢わーくわくネットひろしま｣を通じ求職者等に一元的に提供 

 

８ 生活福祉資金制度の円滑な運営支援【114,656千円】 

・低所得者等を対象にした生活福祉資金貸付制度の円滑な運営を図るため，実施主体  

である県社会福祉協議会を支援 

 

など 

１． 雇用対策      １４,４９９,８０６千円（うち融資枠１０億円） 

（Ｈ２２：１２,９８９,２５１千円（うち融資枠３０億円）） 
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②雇用機会の創出  13,646,728千円（うち融資枠10億円）  

      （H22：11,621,679千円（うち融資枠30億円）） 

 

１ 緊急雇用対策基金等による雇用創出【10,651,675千円】(一部再掲) 

 

 

緊急雇用対策基金，雇用創出基金を活用し，市町と連携して，雇用の場を確保 

・介護福祉士の資格取得を目指して，専門学校等で就学しながら，介護業務等に従事 

・中小企業が新事業展開する際に，離職者等を雇用 

・民間認可保育所に相談窓口を設置し，子育て家庭に対する相談支援体制を強化 

・未就職卒業者等に対し，就業体験の実施などにより，就業に必要な知識，技能の習得 

を促進 など 

 

２ 離転職者委託訓練等【938,924千円】 

 

 

離職者等を対象として，高等技術専門校や民間訓練機関等への委託により,職業訓練を実施 

・介護福祉サービス 

・農園芸ビジネス 

・ＯＡビジネス，医療介護事務，住宅設備メンテナンス など 

 

３ 介護職員研修【360,754千円】 

・介護業務に従事しながらの資格取得の支援や，介護職員の研修受講の際の代替職員派遣

により，福祉，介護分野の人材を育成 

 

４ 農林水産業従事者等の研修【216,600千円】 

・新規就農者を対象とした基本的な研修の実施及び研修終了後の就農を支援 

・森林組合等の職員を対象とした路網，間伐等の作業の効率化に必要な林業技術の実践 

研修を実施 

・漁協及び法人等において，漁獲物の集出荷，加工販売等の基礎研修を実施 

 

５ 雇用対策特別資金【融資枠10億円】 

・雇用の維持・拡大を図る中小企業を対象とした特別資金の取扱期間を延長（H24.3.31まで） 
 

                                    など 

新規雇用者数：3,671人 

過去最大の訓練定員：3,490人 
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１ 設備資金の貸出利率の引下げ等【融資枠192億円】 

・県内への設備投資を促進し，県内産業の活性化，雇用の維持・拡大を図るため，貸出利

率を引下げ 

  設備資金：基準金利から１.０％引き下げ（Ｈ２３.４.１～Ｈ２４.３.３１） 

・経済情勢及び企業ニーズを踏まえ，融資期間を延長 

  運転資金：４～５年以内 ⇒ ７年以内 

設備資金（小規模融資）：６年以内 ⇒１０年以内 など 

 

２ 県内製品・県産品の消費拡大【138,087千円】 

・県内製品の消費拡大（「ＢＵＹひろしま」キャンペーンの実施，販売店でのＰＲ支援 など） 

・ひろしま産農水産物等の消費拡大 

（学校給食への地元の農水産物の利用促進，親子地産地消体験ツアー など） 

・ひろしま県産材の消費拡大（県産材を使用した一戸建て住宅の新築・購入に対する助成） 

 

３ 港湾施設の拠点性強化【77,290千円】 

・広島港及び福山港国際コンテナターミナルや原木取扱拠点港である尾道糸崎港機織地

区，広島港廿日市地区の集荷促進を図るため，港湾使用料を低減 

 

４ 中小企業への総合相談会の開催等【2,709千円】 

・各種制度の利用相談（金融など），経営相談の実施 

 

５ 広島県産農水産物の海外販路拡大【5,000千円】 

・県産農水産物等のアジア諸国への輸出拡大にチャレンジする法人や生産者団体を支援 

 

６ 森林整備，木材利用の促進【1,191,456千円】 

・間伐作業等の森林整備や木材加工施設等の整備を支援 

                                      

２．地域経済活性化対策 ２０,５３７,２５２千円 （うち融資枠１９２億円） 

 （Ｈ２２：２２,０３８,９０１千円 （うち融資枠２１０億円）） 
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１ 県立学校施設の耐震化など【3,236,458千円】 

・県立学校施設の耐震化など安全・安心な施設環境の整備を促進 

  耐震補強（設計等１２校２８棟，工事７校２２棟） 

  老朽改築（設計５校５棟，工事７校７棟） 

 

２ 医療施設等の整備促進【1,947,093千円】 

・医療機関等の施設，診療設備の整備を支援 

・災害拠点病院や救急医療機関等の耐震化の支援 など 

 

３ 安心できる社会福祉施設等の整備促進【5,715,925千円】 

・老人福祉施設，障害者支援施設など，社会福祉施設の整備，耐震化，スプリンクラーの

整備等を支援 

 

４ 民間保育所等の整備促進【130,805千円】 

・民間保育所及び地域子育て支援センターの整備 など 

 

５ グリーンニューディールの推進【620,420千円】 

・住宅用太陽光発電等の導入の支援や公共施設への太陽光発電システム，ＬＥＤ照明等の

整備を促進 

 

 

 

 

３．地域生活基盤の整備 １１,６５０,７０１千円 （Ｈ２２：１６,２３９,４５６千円） 
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１ 介護基盤の整備促進【4,961,674千円】 

福祉・介護の雇用環境を改善し，今後，増加する人材需要に応えるため，介護サービ

ス事業者が実施する介護職員の処遇改善等の取組を支援 

・介護職員処遇改善交付金（介護職員１人当たり月額１.５万円の賃金引上げに相当）

の交付（交付事業所数：２,３３４事業所（H22.11現在）） 

・小規模特別養護老人ホーム等の開設準備等に要する経費の支援（事業実施予定施設

数：５７施設） など 

２ 障害者の自立支援【2,875,585千円】 

障害福祉サービス事業者が実施する介護職員の処遇改善等の取組を支援 

・福祉介護人材処遇改善助成金（介護職員１人当たり月額１.５万円の賃金引上げに相

当）の交付（交付事業所数：６３８事業所（H22.11現在）） 

・運営の安定化支援 など 

３ 高校生等の修学支援【1,346,183千円】 

・経済的理由により，学資負担が困難な世帯に対して減免措置を行っている私立高等学

校等に対し，減免相当額を助成 
・経済的理由により修学が困難と認められる高校生等に対し，奨学金を貸与 

４ 消費者行政の推進【166,966千円】 

・消費生活相談窓口の機能強化等を促進 

５ 子育て支援(ソフト事業)【1,255,974千円】 

・子育て支援の取組を実施する市町やＮＰＯ等の支援，児童虐待防止対策の強化 など 

６ 地域医療体制の確保【1,586,042千円】 

・救急医療ｺﾝﾄﾛｰﾙ機能の強化や地域救命救急ｾﾝﾀｰ運営への支援，ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘの導入検討 

・看護職員への支援（復職支援，院内保育所運営支援等） など 

７ 自殺対策の推進【123,811千円】 

・電話等による相談支援体制の強化や自殺予防のための普及啓発等を実施 

・地域の実情を踏まえた自殺対策に取り組む市町を支援 

など 

４．暮らしの安心緊急確保対策  １２,４２９,９７７千円 （Ｈ２２：９,９２４,８２１千円） 
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  ＨＨ2222年年度度補補正正予予算算ととＨＨ2233年年度度当当初初予予算算のの内内訳訳  

 

 

 

 

 平成２３年度当初予算 ５９１億１,７７４万円(うち融資枠202億円)  

                     （H22 611億9,243万円） 
 

 平成２２年度２月補正予算  ９６億１,６３８万円  

                                                                                    ※※※※緊急経済緊急経済緊急経済緊急経済・・・・雇用対策関係分雇用対策関係分雇用対策関係分雇用対策関係分のみのみのみのみ    

 

 

１ 地域経済活性化対策 ４億8,523万円  ・広島空港アクセス対策 ・観光資源基盤の整備促進 ・農作物の鳥獣被害対策 ・試験研究プロジェクトの推進 など 
 

２ 地域生活基盤の整備  ９０億550万円  ・学校耐震化の整備促進 ・児童養護施設等の環境整備促進 ・民間保育所等の整備促進 ・図書館の資料整備 ・公共施設の修繕・整備 ・社会資本の整備促進 など 
 

３ 暮らしの安心緊急確保対策 １億2,565万円  ・配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者対策の充実・強化 ・犯罪被害者等の相談窓口等の普及啓発 など 

 
総額総額総額総額    ６８７６８７６８７６８７億億億億3,4123,4123,4123,412万円万円万円万円（（（（うちうちうちうち融資枠融資枠融資枠融資枠２０２２０２２０２２０２億円億円億円億円））））        ※基金に係るＨ22繰入・繰出重複計上分を除く 
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別 紙 

 
  
 
 
 
 

○ 元気づくり緊急交付金 １５億円 

  市町の実施する地域経済の活性化及び雇用機会の創出につながる「暮らしの安全・ 

 安心」，「地域の活力の維持・再生」に資する地域生活基盤等の整備を支援     ・交付率    ：原則対象経費の２／３以内     ・財  源：市町振興基金の貸付財源を振替     ・事業主体：市町振興基金の貸付対象市町（過疎地域に重点配分） 
 

 

平成２２年度補正予算の内訳  
【２月補正予算】※緊急経済・雇用対策関係分のみ  

 

○ 対策額 ９６億1,638万円  
県立学校の耐震化の整備や本県の魅力ある観光基盤の整備を図るほか，公共施設の

修繕等を実施（国の経済対策に係る交付金を有効活用） 

 

地域経済活性化対策 

・広島空港アクセス等情報システムの整備 

・尾道糸崎港の上屋施設（サイクルエリア等）の整備 

・農作物の鳥獣被害の半減対策の実施 

・試験研究プロジェクトの推進 など 

 

地域生活基盤の整備 

・県立高等学校の耐震化対策を前倒しして実施 

・私立小・中学校の耐震補強工事に対する助成 

・児童養護施設等の環境整備促進 

・民間保育所等の整備促進 

・県立図書館における図書購入や貴重資料のデジタル化 

・公共施設の修繕等（国の交付金を活用し，予定を前倒しして実施）など 

・総合グランド及び総合体育館の施設設備の改修 

・県立広島大学三原キャンパスの法面崩落対策工事の実施 

・歴史博物館の空調機器の更新 など 

 ・社会資本の整備促進（国の交付金を活用し，前倒しして実施）など 

・公共事業（道路，河川，砂防，港湾，農道整備，ほ場整備など） 

・生活安全施設緊急整備事業（道路改良，交通安全施設の整備など） 

 

暮らしの安心緊急確保対策 

・配偶者からの暴力（ＤＶ）被害者の自立支援対策の充実・強化 

・犯罪被害者に対する民間の相談窓口等の周知・広報 など  
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５５  公公共共事事業業  

■ 公共事業については，早期効用発現のため，平成２２年度２月補正予算で，平成２３年度実施予定

箇所の一部を前倒して実施することとしており，当初予算と補正予算を合わせてほぼ前年並みとなって

います。 

■ 広域的な交流・連携基盤の強化，集客・交流機能の強化とブランド力向上，防災・減災対策の充実・

強化など，県政の重要課題に対応する事業を厳選し，広島県の底力を最大限発揮するための戦略的

投資を行います。 

■ また，県民の安全・安心を確保するための「防災工事」や「社会資本ストック」としての適正な維持管

理を計画的に行うこととし，公共土木施設の維持管理については，平成２１年度より導入したアセットマ

ネジメントを推進します。 

 項     目 ２２年度当初  Ａ ２３２３２３２３年度当初年度当初年度当初年度当初        ＢＢＢＢ    ２２２２２２２２年度補正年度補正年度補正年度補正    （（（（経済対策分経済対策分経済対策分経済対策分））））    ＣＣＣＣ    合計合計合計合計    Ｄ＝Ｂ＋ＣＤ＝Ｂ＋ＣＤ＝Ｂ＋ＣＤ＝Ｂ＋Ｃ    Ｄ／Ａ 補助公共事業等 ７１，０７３ ６４６４６４６４，，，，１２８１２８１２８１２８    ５５５５，，，，６６６６９８９８９８９８    ６９６９６９６９，，，，８２６８２６８２６８２６    ９８．２％  補 助 事 業 ５４，６５５ ５０５０５０５０，，，，７３２７３２７３２７３２    ３３３３，，，，０８１０８１０８１０８１    ５３５３５３５３，，，，８１３８１３８１３８１３    ９８．５％  国 直 轄 事 業 １６，４１８ １３１３１３１３，，，，３９６３９６３９６３９６    ２２２２，，，，６１７６１７６１７６１７    １６１６１６１６，，，，０１３０１３０１３０１３    ９７．５％ 単 独 公 共 事 業 ２０，４７８ １８１８１８１８，，，，７７７７８８８８９９９９    １１１１，，，，４４４４２０２０２０２０    ２０２０２０２０，，，，２２２２００００９９９９    ９８．７％ 建 設 事 業 １０，１３４ ８８８８，，，，４４４４４４４４５５５５    １１１１，，，，４２０４２０４２０４２０    ９９９９，，，，８６５８６５８６５８６５    ９７．３％  維 持 修 繕 １０，３４４ １０１０１０１０，，，，３４４３４４３４４３４４    ００００    １０１０１０１０，，，，３４４３４４３４４３４４    １００．０％ 
合      計 ９１，５５１ ８２８２８２８２，，，，９９９９１１１１７７７７    ７７７７，，，，１１８１１８１１８１１８    ９９９９００００，，，，０３５０３５０３５０３５    ９８．３％ ※ 特別会計分の公共事業費を含む。 

  県政の重要課題に対応する事業に重点化      ○ 土木局及び都市局において現在策定中である「社会資本未来プラン」に掲げる７つの重点化方針に基づく戦略的投資 ～ 広域的な交流・連携基盤の強化 ・中国横断自動車道尾道松江線，国道３７５号東広島呉道路，福山沼隈線，神辺水呑線など ～ 集客・交流機能の強化とブランド力向上 ・国道４８７号（警固屋音戸バイパス），厳島港宮島口地区，尾道糸崎港西御所地区など ～ 環境保全と循環型社会の構築 ・太田川流域下水道（消化ガス発電設備等），尾道糸崎港浦崎地区（港湾環境整備事業） ～ 防災・減災対策の充実・強化 ・ 太田川（床上浸水対策），本川（高潮対策），砂防・急傾斜地崩壊対策，広島港海岸（高潮対策）， 広島港五日市地区（耐震岸壁），国道１８６号（御園バイパス）など ～ 自立した生活ができる環境の整備 ・県営吉島住宅，県営舟入住宅など ～ 総合的な交通安全対策の推進 ・国道２号（廿日市駅前地区），国道１８３号（庄原市山内～上原），国道３７５号（呉市），福山港一文字地区（係留施設）など ～ 持続可能なまちづくり ・廿日市駅通線，吉行飯田線，国道１８３号（三次拡幅），西城比和線（庄原市西城町），三原竹原線（三原市小泉町）など ○ 「2020広島県農林水産業チャレンジプラン」に掲げる“めざす姿”の実現に繋がる取組に重点化 ～ 産業として自立できる農林水産業の確立  ・かんがい排水 三河地区(三原市)，林道整備 入江戸島線(安芸高田市)，水産物基盤整備 倉橋漁港(呉市) など ～ 農林地の公益的機能の維持発揮 ・基盤整備促進(ストックマネジメント)  八尋地区(福山市)，造林整備 安芸高田市  など ～ 農山漁村地域の暮らしの安全安心の確保 ・漁港海岸保全施設整備  塩屋漁港(廿日市市)，治山激甚災害特別緊急  若林山地区(庄原市)  など 

（単位：百万円，％） 
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  計画的な維持管理の推進      ○ 公共施設の維持管理に係るアセットマネジメント（計画的維持管理手法）の推進 ～ 施設の長寿命化，更新時期・更新費の平準化，ライフサイクルコストの低減 ・橋梁，トンネル等の重点施設について，アセットマネジメントシステムにより策定した維持管理計画に基づく維持修繕の実施  
＜主な事業＞                                  （単位：千円） 区分 事 業 名 Ｈ22事業費 Ｈ23事業費 内     訳 補 助 公 共 事 業 １１,８７１,８２２ １１,１０４,２７４   農 林 単 独 公 共 事 業 １,２９７,４９４ １,２１２,４２６ ○ 建設事業 ○ 維持修繕費 １，０１４，８５６ １９７，５７０ 補 助 公 共 事 業 ４２,７８３,３８０ ３９,６２７,９４０   国直轄事業負担金 １６,４１８,２９０ １３,３９５,７４１   土 木 ・ 都 市 単 独 公 共 事 業 １９,１８０,２２２ １７,５７６,４９４ ○ 建設事業 ○ 維持修繕費 ７,４３０,４６５ １０,１４６,０２９ ※ 「流域下水道事業費」「県営住宅事業費」特別会計を含んで計上しています。 
 

（１）新規予定事業（主なもの）                        （単位：百万円） 区 分 件数 (箇所) 全 体 事業費 Ｈ23 予算額 全 体 事 業 概 要 １ 道    路 １ ５２０ ２００ 尾道大橋（尾道市 耐震補強 L=386m） ９２ ７２ 岡の下川（広島市 排水機場の点検・機器更新） １５６ ９５ 尾崎川（広島市 排水機場の点検・機器更新） ２ 河    川 ３ １８５ ２１ 新安川（広島市 排水機場の点検・機器更新） １，４８７ ４９７ 篠堂川（庄原市 堰堤工９基 L=41～109m） ４３０ ３２ 桜谷川（三次市 堰堤工１基 L=64m） ３ 砂    防 ３ ２５０ ２１ 清水原地区（北広島町 待受擁壁工 L=250m） ４ 港    湾 １ ３６６ ２９ 大竹港小方地区（大竹市 防波堤 L=120ｍ） ５ 海    岸 １ ５００ ３２ 尾道糸崎港機織地区（福山市 堤防(補強)L=750m） ２，６２６ ７０ 【かんがい排水】三河地区（三原市 支線配水施設 68km・揚水 機 8基） ２６８ １３ 【林道整備】入江戸島線（安芸高田市 林道開設 L=5,017m） １２８ １２８ 【水産物基盤整備】倉橋漁港外（呉市外 調査・点検） ６ 農林水産基盤 ４ ３４ ３４ 【治山激甚災害特別緊急】若林山地区（庄原市 谷止工） 
 



- 48 - 

（２）完了予定事業（主なもの）                      （単位：百万円） 区 分 件数 (箇所) 全 体 事業費 Ｈ23 予算額 全 体 事 業 概 要 ６,５００ ５２０ 主要地方道 呉環状線（呉市 L=3,000m） ２,８００ ６２ 一般国道１８３号（庄原市山内町～上原町 L=3,450m） １ 道    路 ３ ５００ １０４ 一般国道４８７号 早瀬大橋 （呉市 L=2,560m） ２ 河     川 １ ２０,２５５ ８００ 仁賀ダム（竹原市 ダム建設 総貯水量V=2,710,000㎥） ４３０ ２１ 市小谷川（安芸太田町 堰堤工１基 L=44m） ４００ １１ 城ヶ迫川（大崎上島町 堰堤工１基 L=54m） ３０１ ３０ 鷺谷地区（三原市 法枠工 L=285m） ３ 砂    防 ４ ２３８ ３０ 大迫地区（福山市 法枠工 L=150m） １５６ １２０ 尾道糸崎港西御所地区（尾道市 臨港道路，緑地） ４ 港    湾 ４ ８６ ２０ 木江港，大西港，鮴崎港（大崎上島町 浮桟橋，緑地等） ５ 街    路 １ ６２０ ８０ 都市計画道路 吉行飯田線（２工区）（東広島市 L=570m） １，３００ ２００ 【一般農道整備】川根２期（安芸高田市 L=3,300m） ５２０ ２１４ 【林道整備】西城東城線（庄原市 L=1,839m） ３１２ ９８ 【水産物基盤整備】大屋漁港（呉市 防波堤，物揚場等） ２０１ ６３ 【水源地域等保安林整備】呉ヶ谷地区（東広島市 森林整 備24.8ha） １１２ １２ 【草地林地一体的利用総合整備】神石府中地区（府中市・ 神石高原町 草地整備改 良等） ６ 農林水産基盤 ６ 
９１ ２５ 【ため池整備】駅家地区（福山市 頭首工） 
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  ６６  使使用用料料・・手手数数料料のの改改正正  

  （（１１））  見見直直ししのの基基本本方方針針  

 制度改正に伴い新たに手数料等を徴収することが可能となったものや準拠する省令等に改正があ

ったものなどを対象に，他団体との均衡等に配慮して見直すこととした。 

  （（２２））  改改正正等等規規模模及及びび増増減減収収見見込込額額  

関 係 条 例 数 増減収見込額 

４ 件 ▲７０,８０９ 千円 

  （（３３））  主主なな改改正正内内容容  

①①①①    広島県手数料条例広島県手数料条例広島県手数料条例広島県手数料条例    

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の改正に基づく熱回収施設設置者の認定申請及び認

定更新申請に係る手数料の新設など３件の設定 

（増減収見込額：  ＋２,２２３千円） 

②②②②    広島県立総合技術研究所設置及広島県立総合技術研究所設置及広島県立総合技術研究所設置及広島県立総合技術研究所設置及びびびび管理条例管理条例管理条例管理条例    

 研究所の設備の利用又は試験等の依頼に係る使用料又は手数料の改正 

※ 上限額の変更はないため，条例の改正なし 

（増減収見込額：  ▲  ９２４千円） 

③③③③    県立病院使用料及県立病院使用料及県立病院使用料及県立病院使用料及びびびび手数料条例手数料条例手数料条例手数料条例    （（（（病院事業会計病院事業会計病院事業会計病院事業会計））））    

 生殖医療に係る検査料の上限額の改定 

（増減収見込額： ▲１,１０８千円） 

④④④④    広島県港湾施設管理条例広島県港湾施設管理条例広島県港湾施設管理条例広島県港湾施設管理条例    （（（（港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計港湾特別整備事業費特別会計））））    

 国際コンテナターミナル料金の軽減措置の延長，ビジター船舶に供する港湾施設の係船料

の新設等 

（増減収見込額：▲７１,０００千円） 

 



- 50 - 

７７  平平成成２２３３年年度度国国庫庫予予算算政政府府案案・・地地方方財財政政対対策策のの概概要要  

 

１  平成２３年度国庫予算政府案の概要 

 

＜予算のポイント＞ 

① 成長，雇用を重視し新成長戦略を着実に実施 

② 「国民の生活を第一」にマニフェストを着実に実施 

③ 財政規律を堅持（歳出の大枠約７１兆円，国債発行額約４４兆円）  
 ＜歳  出＞ 

○  一般会計総額       92兆4,116億円［対前年度比＋  ０．１％］ 

○  基礎的財政収支対象経費   70兆8,625億円［対前年度比▲  ０．１％］ 

○ 公共事業          4兆9,743億円［対前年度比▲１３．８％］ 

 

 ＜歳  入＞ 

○ 税  収         40兆9,270億円［対前年度比＋  ９．４％］ 

○  国債発行 

・  公債発行額       44兆2,980億円［対前年度比  ０．０％］ 

・  公債依存度                47.9％［２２年度    ４８．０％］ 

・  H23年度末残高         約668兆円（＋26.0兆円） 

 

２  平成２３年度地方財政対策の概要 

 

 ＜平成２３年度の地方財政の姿＞ 

○ 地方財政計画の規模   82兆5,054億円［対前年度比＋０．５％］ 

○ 地方一般歳出      66兆8,313億円［対前年度比＋０．８％］ 

○ 一般財源総額      59兆4,990億円［対前年度比＋０．１％］ 

○  地方財源不足         14.2兆円   （H22：18.2兆円） 

 

 ＜安定的財政運営に必要な地方一般財源総額＞       59.50兆円［対前年度比＋ 0.1％］ 

○ 地方税                                     33.40兆円［対前年度比＋ 2.8％］ 

○ 地方交付税                    17.37兆円［対前年度比＋ 2.8％］ 

○ 臨時財政対策債                                 6.16兆円［対前年度比▲20.1％］ 

○ その他                       2.57兆円［対前年度比＋11.4％］ 

※ その他には，地方譲与税，地方特例交付金等を含む。 

 

  ＜地方債総額＞                      13.7兆円［対前年度比▲13.6％］ 

○  通常債  約3.98兆円，退職手当債 約0.39兆円，財源対策債  約0.94兆円， 

臨時財政対策債  約6.16兆円 
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３　平成２３年度地方財政収支の見通し 
Ａ 825,054 億円 821,268 億円 0.5 ％ 　歳入歳出の規模は前年度比 0.5％の増　（H17 ：  ▲1.1％）  （H18 ：  ▲0.7％）　（H19 ：　  0.0％）  （H20 ：  　0.3％）　（H21 ：　▲1.0％）　（H22 ：  ▲0.5％）668,313 億円 663,289 億円 0.8 ％ 地方一般歳出：　公債費，企業債償還費普通会　計負担等を除いたもの地 方 税 Ｂ 334,037 億円 325,096 億円 2.8 ％地 方 譲 与 税 Ｃ 21,749 億円 19,171 億円 13.4 ％地 方 交 付 税 Ｄ 173,734 億円 168,935 億円 2.8 ％地 方 特 例 交 付 金 Ｅ 3,877 億円 3,832 億円 1.2 ％　　うち 減収補てん特例交付金 1,839 億円 1,495 億円 23.0 ％　　うち 児童手当等特例交付金 2,038 億円 2,337 億円 ▲ 12.8 ％臨 時 財 政 対 策 債 Ｆ 61,593 億円 77,069 億円 ▲ 20.1 ％一 般 財 源 計（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 72.1 ％ 72.3 ％地 方 債 Ｈ 114,772 億円 134,939 億円 ▲ 14.9 ％39,779 億円 42,070 億円 ▲ 5.4 ％国 庫 支 出 金 等 Ｉ 176,885 億円 169,295 億円 4.5 ％給 与 関 係 経 費 212,694 億円 216,864 億円 ▲ 1.9 ％一 般 行 政 経 費( 単 独 分 ） 138,601 億円 138,285 億円 0.2 ％公 債 費 132,423 億円 134,025 億円 ▲ 1.2 ％投 資 的 経 費（ 単 独 分 ） 53,558 億円 68,683 億円 ▲ 22.0 ％公 営 企 業 繰 出 金 26,867 億円 26,961 億円 ▲ 0.3 ％そ の 他 260,911 億円 236,450 億円 10.3 ％ （注） 本表は，地方公共団体の予算編成のための目安として示されたものであり，計数は精査の結果，異動する場合がある。【参　考】交付税特別会計借入金の見込み　　 平成２２年度末　　  33.6兆円平成２３年度末　　  33.5兆円交付税特会借入金(地方負担分)を 平成２２年度末　  　200兆円含めた地方の借入金残高見込み 平成２３年度末　  　200兆円

項　　　　　目 平成２３年度 平成２２年度 増 減 率 備　　　　考歳 入 歳 出 規 模う ち 地方一般歳出
歳　　　入

１　地 方 税   　 　2.8％(H22 ▲10.2％)   うち都道府県分   　　 4.4％(H22 ▲16.2％)２　地方交付税       2.8％(H22    6.8％)
Ｇ 594,990 億円 594,103

歳　　　出

億円 0.1 ％

（注）平成２３年度に予定していた償還を後年度に繰り延べ

一般財源比率(Ｇ/A) ▲0.2ﾎﾟｲﾝﾄ    うち 通常債　 ３　地 方 債     ▲14.9％(H22   14.0％)   臨時財政対策債を除く   　▲ 8.1％(H22 ▲13.4％)   《参考》国の予算案　総　　額  　      92兆4,116億円　　　    前年度比+0.1%　一般歳出  　      54兆　780億円　　　    前年度比+1.2%　公共事業  　       4兆9,743億円　　　  前年度比▲13.8%
 

 


